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序文 

 

グアテマラ国における中小零細企業は経済活動の約 3 分の２を占めており、これに従事

する人口は、経済活動人口全体の 70％以上となっていますが、政府機関からの支援が行き

届いているのは、中小零細企業全体の内 23％に留まっています。その中でも、零細企業従

事者は、非農業労働機会外の収入向上を目指してはいるものの、その従事者の多くを農村

部貧困層（特に女性）が占め、生計を維持するのみの状況下にあり、インフォーマルセク

ターを構成するに過ぎない状況です。 

 それらの状況の中で、グアテマラ国では大統領府地域開発委員会を通じてこうした零細

企業とある程度の組織化を実現した民間セクターとの連携調整を促進するとともに、経済

省は、中小零細企業支援政策に則り、ファイナンス・技術支援サービス局、中小零細企業

開発サービス局を設置するなど、零細企業の組織化強化のための支援を展開しています。 

 しかしながら、未だ地域振興や地場産業の育成を促すような「地域産物」の創出という

成果は出ておらず、必ずしもコミュニティに対する活性化やエンパワーメントには繋がっ

ていない現状にあり、そのため現場資源の活用方法、市場情報、商品開発、販売力強化、

人材育成の強化を包括的に行っていくなどの問題解決を目的に、平成 19 年度に地域産品競

争力強化に関する技術協力プロジェクトの要請がなされました。 

 日本国政府は、グアテマラ国政府の要請に基づき、同国地場産業振興プロジェクトを実

施することを決定し、独立行政法人国際協力機構がこの技術協力を実施することとなりま

した。 

当機構はこの技術協力の実施に先立ち、平成 21年 8月 2 日から 8月 17 日までの 16日間

に渡り、詳細計画策定調査団を現地に派遣し、本件要請の背景を確認するとともに、グア

テマラ国政府の意向を聴取し、右技術協力の枠組みに関する文書に署名しました。 

本報告書は、今回の調査の経緯を取りまとめたものです。 

終わりに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げま

す。 

 

平成 22 年 3 月 

独立行政法人国際協力機構 

産業開発部 

部長 米田 一弘 
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写真 

西部地域の産品 

（ｺｰﾋｰ､ﾁョｺﾚｰﾄ等） 

西部地域の産品 

（ﾌﾙｰﾂｼﾞｬﾑ､ﾊｰﾌﾞｼｬﾝﾌﾟｰ） 

トトニカパン市「道の駅」建設現場 ADIBE 

（大豆加工品生産アソシエーション） 

経済省中小企業開発総局 

（専門家配属予定部署） 

専門家 C/P 予定者の一人 Mr.Herberｔ氏 

（本件のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｱｼｽﾀﾝﾄ） 

 

 



豆乳､豆腐､きな粉､ｼｬﾝﾌﾟｰ等、様々な加工品 工場内での作業風景 

マヤ開発アソシエーション 

（ﾚｰﾖﾝ素材の衣料品製造） 

伝統的な織り方での製造 

非伝統的なデザインで欧米輸出が中心 

（フェアトレード組織とも連携） 

ケツアルテナンゴの生鮮市場 

（標高差ある地域特性から様々な種類が存在）

 



略語表 

 
ADIBE   Asociación de Desarrollo Integral Belén 
  ベレン総合開発協会 
 
AGEXPORT Asociación Guatemalteca de Exportadores 
  グアテマラ輸出業協会 
 
ASOMADE  Asociación Maya de Desarrollo 
  マヤ開発協会 
 
BDS  Business Development Service 
  ビジネス開発サービス 
 
CODEDE Consejo Departamental de Desarrollo 
  県開発審議会 
 
EU  European Union 

欧州連合 
 
FONAPAZ  Fondo Nacional para la Paz 
  国家平和基金 
 
FONDETEL  Fondo para el Desarrollo de la Telefonía 
  電話通信開発基金 
 
DANIDA  Danish International Development Assistance 
  デンマーク国際開発援助機関 
 
GDP  Gross Domestic Products 
  国内総生産 
 
GTZ  Deutsche Gesellschaft für Technische Zusammenarbeit 
  ドイツ技術協力公社 
 
IDB  Inter-American Development Bank 
  米州開発銀行 
 
IFAD  International Fund for Agricultural Development  
  国際農業開発基金 
 
JICA  Japan International Cooperation Agency 
  国際協力機構 
 
MAGA   Ministerio de Economía Agricultura, Ganadería y Alimentación 
  農牧省 



 
MINECO Ministerio de Economía 
  経済省 
 
NGO  Non-Governmental Organizations 
  非政府組織 
 
PDER  Programa de Desarrollo Económico desde Lo Rural 
  農村からの経済開発プログラム 
 
PRONACOM Programa Nacional de Competitividad 
  国家競争力プログラム 
 
PRORURAL Programa Nacional de Desarrollo Rural 
  国家農村開発プログラム 
 
SDE  Servicios de Desarrollo Empresarial 
  企業開発サービス局 
 
SEGEPLAN Secretaría de Planificación y Programación de la Presidencia 
  大統領府企画庁 
 
UNIFEM United Nations Development Fund for Women 

国連女性開発基金 
 
USAID  United States Agency for International Development 
  米国国際開発庁 
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第 1 章 詳細計画策定調査の概要 

 

1-1 調査背景 

 グアテマラ国（以下グ国）における中小零細企業は生産活動を行う割合で全体の３分の 2 を占め、国

内総生産の 37％を産出し、労働人口の 85％を創出するなど（中小零細企業開発政策より）、雇用創出

及び貧困解決において多大な貢献をしていることから、当該セクターの育成と業務改善を進めることは

重要かつ優先課題となっている。 

 現在、グ政府は中小零細企業開発政策に沿って、当該セクター支援機関である経済省中小零細企

業開発総局により、グ国の中小零細企業がより大規模な企業と同等の条件で活動し、国内市場及び国

際市場開放がもたらすあらゆる機会を利用することを可能とするメカニズムを通じて生産性と競争力を

強化することを目的とした活動を行っているが、当該セクターに配分される国家予算額が国内総生産の

0.13％に過ぎない状況の中で、効率良く効果的な当該セクター支援を実施するためには、様々な当該

セクター支援団体間を繋ぐ組織の構築及び調整を行うメカニズムを強化する。また、これら団体が連携

して中小企業への支援提供、販売促進、調整を行うメカニズムを強化することにより、例えば、財政支援

条件や市場へのアクセスの改善、生産物の需要を満たすこと、また研修や技術協力の機会を活用する

ことなど、当該セクターの強化につながる機会提供を増やし相乗効果を上げることが期待されている。 

 それら課題解決のため、2007 年度にグ政府から我が国政府へ技術協力プロジェクトの要請を受け、

JICA は 2008 年 8 月にプロジェクト形成調査を実施した結果、本件実施の妥当性を確認し、その後、そ

れらの結果を受けて我が国政府は同案件を採択している。 

 本詳細計画策定調査では、グ国政府からの協力要請の背景、内容を確認し、先方政府機関との協議

を経て、当該プロジェクトの事前評価を行うために必要な情報を収集、分析するとともに、プロジェクト実

施に必要な実施計画の基本的な枠組み（PDM を含む）を策定することを目的として実施することとなっ

た。 

 

1-2  調査目的 

 グアテマラ国側実施機関（経済省中小企業開発総局）との協議を通じて、2008 年 8 月に実施したプロ

ジェクト形成調査での確認事項をアップデートする。また、プロジェクトの具体的内容を確認し、想定さ

れる本格協力の実施体制、範囲、内容、スケジュール等につき協議し、協議議事録（実施細則案を含

む）の署名・交換を行う。 

 

1-3  団員構成 

分野 氏名 所属 

総括・団長 十郎 正義 国立大学法人山口大学経済学部 教授 

研修企画 筱 窓香 JICA 九州国際センター研修業務課 職員 

協力企画 砂田 雅則 JICA 産業開発部中小企業課 ジュニア専門員 

評価分析 昌谷 泉 株式会社グローバル・グループ 21 ジャパン 

－1－



1-４  調査期間と日程 

 平成 21 年 8 月 2 日（日）から 8 月 17 日（月） 16 日間 

2009/8/2 (Sun.)

2009/8/3 (Mon.)

2009/8/4 (Tue.)

2009/8/5 (Wed.)

2009/8/6 (Thu.)

2009/8/7 (Fri.)

2009/8/8 (Sat.) 1720- Leave Narita (JL062)
1120- Arrival in LAX

2009/8/9 (Sun.)
0145- Leave LAX (UA5386)
0725- Arrival in Guatemara City Airport

2009/8/10 (Mon.)

2009/8/11 (Tue.)

2009/8/12 (Wed.)

2009/8/13 (Thu.)

2009/8/14 (Fri.)

2009/8/15 (Sat.)

2009/8/16 (Sun.)

2009/8/17 (Mon.)

1720- Leave Narita (JL062)
1120- Arrival in LAX

0900- JICA事務所（所長表敬等）
1100- 経済省次官（表敬）
1200- 経済省中小企業サービス局（ワークショップの打合せ）
1430- 大使館（表敬）
1600- 大統領府企画庁（表敬、「農村からの経済振興プログラム」担当者）

0900-1300 経済省中小企業サービス局
 （関係者ワークショップ：経済省側要請概要、JICA側案件プロポーザル概要、質疑応答）

0145- Leave LAX (UA5386)
0725- Arrival in Guatemara City Airport
1400- JICA事務所（所長表敬、安全ブリーフ受講、調査打合せ等）

0900- 経済省中小企業サービス局（表敬、調査説明、JICAプレゼン等）

1400-AGEXPROT
1600-UNIFEM

1000- ケツアルテナンゴ県へ移動
1600- 経済省ケツアルテナンゴ事務所

0730- ケッツアルテナンゴ市役所
1100-  ケッツアルテナンゴ県庁
1400- Grupos Gestores本部

0030- Arrival in LAX
1320- Leave LAX (JL061)

1645- Arrival in Narita

AM- 資料整理
1600- 団内打合せ

0900-1400 経済省中小企業サービス局 （M/M,R/D案の協議）

0900-1400 経済省中小企業サービス局 （M/M,R/D案の協議）

0900- 経済省中小企業サービス局 （M/M署名）
1400- 大使館(案件名称変更説明)
1730- JICA事務所（報告）

2030- Leave Guatemara City Airport (LR640)

0900- トトニカパン県庁
1000- ソロラ県へ移動（途中、「道の駅」建設地を見学）
1400- ソロラ県庁
1600-ソロラ市役所

AM- 生産者グループ訪問（２箇所）
PM- 首都へ移動

 

主な訪問先： 

経済省中小企業開発総局、大統領府企画庁、ケツアルテナンゴ県知事（県開発審議会）、ケツアルテ

ナンゴ市議会、トトニカパン県開発審議会、トトニカパン道の駅建設工事現場、ソロラ県知事、ソロラ市

役所、Grupos Gestores 本部 
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第 2 章 中小零細企業支援体制 

 

2-1 クアテマラ中小零細企業の概況 

（１）定義 

 グアテマラ政府経済省は、「中小零細企業開発総局のための 2001 年政府合意 178 号」において、

中小零細企業を次のように定義している。 

 零細企業：加工、サービスあるいは商業活動を行う生産組織のうち、従業員数 1～10 人の組織。 

 小企業 ：同じく従業員数 11～25 人の組織。 

 中企業 ：同じく従業員数 26～60 人の組織。 

すなわち、必ずしも行政に登録された企業だけが中小零細企業と称されるのではなく、インフォー

マルな組織を含む従業員 60 人以下のすべての生産団体が中小零細企業政策の対象となることを

意味する。 

 なお、経済省以外の様々な機関も、それぞれの目的に応じて中小零細企業を定義している1。 

（２）実態 

 グアテマラでは工業センサスが実施されていないため、中小零細企業が経済全体の中で占める

割合を正確に知ることはできない。しかしながら、2005 年に経済省が発表した「中小零細企業開発

のための国家政策」においては、中小零細企業は GDP の 37％を産出し、その労働者数は 357 万

人で全労働人口の 85％を占めるとしている。 

 経済省は、2001 年と 2006 年に中小零細企業を対象としたサンプルサーベイを実施した2。経済

省は、その結果を受け、中小零細企業の問題点を次のようにまとめている。 

・ 限定された資金源へのアクセス 

・ 低いビジネスサービス（研修等）へのアクセス 

・ 情報の不足 

・ 低い投資水準 

主な調査結果は次の通りである。サンプリング方法等が不明であるため、この結果がどの程度グア

テマラ中小零細企業の実態を表しているのか判断が難しいが、参考として示す。 

  2001 年調査 2006 年調査 
調査フレーム   
対象企業 全国 1092 社 

81％が都市、19％が村落に立地
全国 1324 社 
83％が都市、17％が村落に立地

調査方法 面接調査 面接調査 
調査時期 2001 年 1-2 月 2006 年 6 月 
企業所有者・企業
のプロファイル 

  

所有形態 個 人所有 88.8％ 、共同所 有
6.6％、その他 4.6％ 

個 人所有 93.4％ 、共同所 有
3.5％、その他 3.1％ 

所有者の性別 男性 68.0％、女性 28.7％、 
両性による共同所有 2.8％、 
法人 0.5％ 

男性 59.8％、女性 38.7％、 
両性による共同所有 1.5％、 
法人なし 

                                            
1 詳しくは、次のウェブサイト参照。
http://www.infomipyme.com/Docs/GT/Offline/tecnicos/clasificacion.htm 
2 詳しくは、次のウェブサイト参照。
http:/http://www.infomipyme.com/Docs/GT/Offline/tecnicos/encuestas/encuesta_2006.html 
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所有者の年齢 30 歳以下 16.2％、 
31～40 歳 29.7％、 
41～50 歳 28.4％、 
50～60 歳 17.3％、 
61 歳以上 8.4％ 

30 歳以下 26.6％、 
31～40 歳 26.7％、 
41～50 歳 24.0％、 
50～60 歳 14.7％、 
61 歳以上 8.0％ 

創業年 1975 年以前 11.0％、 
1976-1990 年 29.2％、 
1991-1995 年 25.5％ 
1996-1999 年 28.5％ 
200 年以降 5.8％ 

1975 年以前 4.6％、 
1976-1990 年 26.0％、 
1991-1995 年 12.9％ 
1996-1999 年 35.5％ 
200 年以降 21.0％ 

法定登録の有無 登録 84.1％ 
未登録 15.9％ 

登録 92.7％ 
未登録 7.3％ 

主要な事業 
（上位５業種） 
 

日用品販売 14.9％ 
薬品販売 5.6％ 
食品販売 4.3％ 
建材 4.1％ 
一般機械 4.0％ 

日用品販売 19.0％ 
衣料販売 6.2％ 
道具販売 5.4％ 
薬品販売 4.1％ 
食品販売 3.7％ 

ファイナンス   
創業資金の出所 自己資金 56.6％、友人・親戚

10.3％、金融機関 10.0％、その
他 23.1％ 

自 己資金 80.0％ 、金融機 関
6.6％、友人・親戚 4.6％、その他
8.8％ 

借入金の有無 有り 19.7％、無し 80.3％ 有り 12.7％、無し 87.3％ 
資産の保有形態 金融機関 74.1％、 

動物 5.8％、宝石等 1.8％、 
不動産 4.3％、現金 14.0％ 

金融機関 78.5％、 
動物 1.3％、宝石等 1.0％、 
不動産 1.1％、現金 19.1％ 

ビジネス研修    
過去一年の研修
参加の有無 

有り 22.0％、無し 78.0％ 有り 8.1％、無し 91.9％ 

研修参加意向の
有無 

有り 69.3％、無し 30.7％ 有り 47.0％、無し 53.0％ 

顧客   
販売先 卸売業者 12.8％、 

小売業者 87.0％ 
卸売業者 2.0％、 
小売業者 85.4％、両方 12.6％ 

最終消費者 地域・コミュニティ内 71.7％、 
地域・コミュニティ外 26.2％ 

地域・コミュニティ内 42.4％、 
地域・コミュニティ外 18.1％ 
両方 28.8％ 

月間売上高（ケツ
ァル） 

1000 以下 16.5％、 
1001-5000 32.1％、 
5001-10000 16.9％、 
10001-25000 16.5％、 
25001-50000 9.1％、 
50001 以上 8.9％ 

1000 以下 37.4％、 
1001-5000 37.4％、 
5001-10000 13.7％、 
10001-25000 7.5％、 
25001-50000 2.9％、 
50001 以上 1.1％ 
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2-2 中小零細企業支援政策と組織 

（１）中小零細企業政策 

 グアテマラ政府は、2005 年に「中小零細企業開発のための国家政策」を発表している。その目的

はグアテマラ中小零細企業の生産性と競争力を改善・向上させることであり、次の 6 点を目標として

設定している。 

・ 中小零細企業支援の組織的フレームワークを確立すること 

・ 中小零細企業のための情報システムを導入すること 

・ 中小零細企業を支援する中間的な機関を強化すること 

・ 中小零細企業の規制制度を簡素化すること 

・ 中小零細企業のための金融サービス市場を強化すること 

・ ビジネス開発サービス（BDS）の市場を拡大すること 

さらに、政策実施のために次の７つの戦略を策定している。 

・ 機構・制度の改革・強化アクションプラン 

・ ファイナンス・サービスのアクションプラン 

・ BDS のアクションプラン 

・ 行政手続き簡素化のアクションプラン 

・ 中小零細企業情報システムと効果測定のアクションプラン 

・ 予測シナリオ 

・ 政策のサステナビリティ 

予測シナリオにおいては、中小零細企業の 2005 年における現状と政策実施による５年後の目標を

具体的に掲げている。 

（２）経済省中小零細企業開発総局 

 中小零細企業に対する政策の立案・実施を担当する政府組織は、経済省中小零細企業開発総

局である3。同局の機能は、i)中小零細企業の資金ソースへのアクセスの円滑化、ii)企業振興サー

ビスの効率的促進、iii)競争力の向上、iv) 国内における生産性ポテンシャルのある分野の発掘、v)

労働条件の改善である4。中小零細企業開発総局は、2001 年に制定された中小零細企業国家プ

ログラムに基づいて組織が形成されている。図 2-1、図 2-2 は経済省、及び中小零細企業開発総

局の組織図を表す。 

 中小零細企業開発総局の下にはファイナンス・サービスという部門が置かれているが、同総局に

は他の部門はなく、またファイナンス・サービス部門で技術等の分野も扱っているため、同部門の

機能イコール総局とみなすことができる。ファイナンス・サービス部門は６つの局に分かれている。こ

のうちファイナンス以外の技術サービスを担当するのが企業開発サービス局である5。企業開発サ

ービス局には次の５つのユニットがある。 

１） 研修・技術支援ユニット（CAT） 

 新事業の確立、技術向上による競争力強化を目的として、研修・セミナー開催、技術指導等を実

                                            
3 中小零細企業開発次官局と訳されることもある。西語名は Viceministerio de Desarrollo 

de Micro, Pequieña y Mediana Empresa。 
4 経済省ウェブサイトによる。 
5 企業開発サービス局が JICA プロジェクトの主たるカウンターパート機関となる。 
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施。 

２） 情報通信技術ユニット（TICS） 

 情報通信技術を強化するため、イベント開催、研修、企業データベース作成、インターネット事業

支援等を実施する。 

３） 商業・手工芸品ユニット（COMART） 

 マーケティング能力強化、市場アクセス支援のため、展示会や研修等を実施する。 

４） アソシエーションユニット 

 中小零細企業の連携や統合を通じて競争力向上を目指す。 

５） 地域事務所ユニット 

 ８つの地域事務所を司るユニット（但し調査時点では空席）。各地域事務所では、地域における

民間企業と公共機関の調整、地場産業育成のための情報提供等を行う。 

 

 なお、今回時点での中小企業開発総局職員数は、総計で 67 名、うち企業開発サービス局は 23

名である。 

 また、2009 年度の中小企業開発総局予算総額は 6,087,715 ケツァル（約 7,300 万円）で、うち企

業開発サービス局予算は 803,752 ケツァル（約 960 万円）である6。予算は企業開発サービス局及

びそれ以外のファイナンス関連部局の２部門に分類されている7。 

 

 

                                            
6 経済省資料による。 
7 中小零細企業開発総局の正式な組織図は上に示した通りであるが、実際には、総局は第ナ

ンス関連の支援を担当するファイナンス・サービス局と、技術その他の支援を担当する企

業開発サービス局の２部門として機能しており、現在の経済省のウェブサイトにもそのよ

うに掲載されている。
http://www.mineco.gob.gt/NR/rdonlyres/3BAE56CF-5C2C-4382-9F23-020F816AD016/505/Organi
gramaViceministerioDesarrollodelaMIPYME1.pdf 

－6－



図 2-1 経済省組織図 
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出所：経済省（図 2-2、2-3 も） 
注： MIPYME とは中小零細企業のこと。 
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（２）農村からの経済開発プログラム 

 「農村からの経済開発プログラム」は、大統領府企画庁（SEGEPLAN）が所管する、農村部の所得

向上と貧困削減、およびネットワーク形成を目的としたプロジェクトである。世銀と IDB のローンによ

る資金を基に、2009 年に公式に開始された。プログラム資金の大半は農村部生産者グループの

支援に充てられ、その支援は、①企業開発サービス、②ファイナンス（クレジット供与）、③生産イン

フラ、④ICT技術のコンポーネントにより構成される。①と②については経済省と PRONACOM が実

施を担当し、③は FONAPAZ、④は FONDETEL が担当する。 

 今回面談した PRONACOM の担当者によれば、JICA プロジェクトが間接的に生産者を支援する

のに対し、「農村からの経済開発プログラム」は直接的な支援を実施することから、相乗効果を生む

ことが期待できるとのことである。他方、このプログラムには上述のように経済省の中小零細企業開

発総局も関わっているはずであるが、スタッフは必ずしも同プログラムの内容について十分に理解

しているようではなかった。 

（３）農村開発委員会 

 農村開発委員会は、現政権下で 2008 年に立ち上がった大統領府の機関であり、PRORURAL と

いう農村開発プログラムを実施している。しかしながら、今回調査においてはその機能や活動実態、

また上述の「農村からの経済開発プログラム」との関係を十分に調査することができなかった。ただ

し SEGEPLAN によれば、農村開発委員会の活動プログラムと「農村からの経済開発プログラム」は

協力関係にあり、互いに重複しないように調整されているとのことである。 

（４）自治体による中小零細企業支援 

 グアテマラの地方行政制度では、国は 22 の県（Departomento）に分けられ、それらの県は 332 の

市（Municipio）に分けられる。 

 県は実態上、それ自体で独自予算や行政システムを持つものではなく、国と市町村の調整を主

たる機能とするようである8。したがって、県による中小零細企業支援制度はほぼ無いものと思われ

る。ただし、県には地方開発審議会法に基づいて県開発審議会が設置されており、県レベルでの

開発戦略計画を審議している。そのメンバーは政府の地方出先機関を中心に、NGO や市民団体

等も参加している。県開発審議会では、産業振興に関する委員会を設置している場合があり（今回

訪問した 3 県のうち、トトニカパン県のみが産業振興委員会を設置）、同分野についての戦略計画

を審議する。 

 市レベルの中小零細企業支援については、今回訪問調査したケツァルテナンゴ市、トトニカパン

市、ソロラ市に関しては、ある程度の活動を行っているようであった。特にソロラ市は、市の経済振

興局が域内生産者グループのデータベースを作成し、研修実施や展示会の開催、さらに創業資

金供与等の活動を積極的に実施している。なお、地方開発審議会法では市レベル及びその下の

コミュニティレベルでも開発審議会の設置が義務付けられており、それぞれの戦略計画を審議・策

定している。したがって市レベルの中小零細企業支援施策は、市レベルの開発戦略計画と整合す

る必要がある。 

 

2-3 NGO 等による支援 

                                            
8 今回調査に基づく調査団の所見であり、法制度を精査してうえでの見解ではない。 
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 行政府以外にも様々な団体が中小零細企業を支援する活動を実施している。今回調査では、輸

出企業の団体である AGEXPORT と、NGO のグルーポス・ヘストーレス（Grupos Gestores）全国事

務局9を訪問した。 

 AGEXPORT は輸出企業約 1,080 社が加盟するグアテマラの有力経済団体で、その一部門であ

る開発部が、地方の生産者を支援する「企業グループプログラム」（Programa de Encadenamientos 

Empresas）を実施中（2008-11 年）である。生産者グループに対する技術支援、起業支援、資金調

達のファシリテーション、農産品フェア開催等の活動を行っている。AGEXPORT はこれまで、IFAD

（国際農業開発基金）、USAID（米国）、DANIDA（デンマーク）、GTZ（ドイツ）、EU 等、多くの国際ド

ナーと協力してプロジェクトを実施してきた。また、経済省と民間セクターによる中小零細企業プラ

ットフォーム作りに積極的に参加している。 

 グルーポス・ヘストーレスは、1996 年に地場産業の活性化を目的にケツァルテナンゴで活動を開

始した NGO である。その活動は全国に広がり、現在では 58 箇所で活動をしている。2010 年にはさ

らに 30 箇所増やす予定である。地場生産者グループへの研修等による技術支援、ポテンシャル

の高いセクターの発掘の活動を実施している。収入源は企業からの寄付、外国基金、国際援助機

関からの資金等である。IDB にプロジェクト資金の要請をする際、経済省のバックアップを受ける等、

経済省との連携もある。 

 なお、今回の訪問では AGEXPORT、グルーポス・ヘストーレスの両団体ともに JICA プロジェクト

に対し理解を示し、研修参加にも前向きの意向を表明した。 

 

2-4 他ドナーの協力 

 中小零細企業に対しては、国際機関及び各国援助機関が多くのプロジェクトを通じ支援をしてい

る。表 2-1 はその概要をまとめたものである。 

                                            
9 グルーポス・ヘストーレスは“管理、運営するグループ”の意。 
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第 3 章 事前事業評価 

 今回調査では、評価 5 項目のうち妥当性、有効性、効率性の 3 項目について事前評価を行っ

た。 

 

3-1 妥当性 

 以下に示すように、本プロジェクトの妥当性は、現時点で十分に高いと判断される。 

（１）グアテマラ政府政策との整合性 

 現コロン政権の「国家計画」は、大統領選挙期間中（2007 年）に発表された「希望計画（Plan de 

la Esperanza）」に基づくものであり、先住民及び貧困層のニーズに基づく社会開発推進に重点を

置きつつ、国民対話を通じた国づくりの必要性を強調している。基本方針は、①「連帯

（Solidaridad）」：貧困や経済格差削減、社会インフラ整備等、②「統治能力（Gobernabilidad）」：組

織犯罪・マラス（青少年犯罪集団）対策等による治安の改善、司法の強化による法治主義の確立

等、③「生産性（Productividad）」：外国投資誘致・輸出促進等、及び④「外交（Regionalidad）」：米

国・近隣諸国との連携強化等の 4 本柱からなる1。本プロジェクトは先住民人口比率の高い西部貧

困地域に焦点を当てた地場産業振興を目指すものでありこれら基本方針のうち①「連帯」と③「生

産性」に寄与する。 

 また、第 2 章で記したように、2005 年に制定された「中小零細企業開発のための国家政策」にお

いては、中小零細企業支援の組織的フレームワークを確立することを目標の一つとして掲げており、

本プロジェクトの目標と整合する。 

（２）日本の援助政策との整合性 

 日本の現地 ODA タスクフォースは、2008 年 6 月、グアテマラ政府と、コロン政権へ交代後初の

現地経済協力政策協議を実施し、引き続き「農村開発」、「持続的経済開発」、「民主化の定着」を

我が国の対グアテマラ援助重点分野とすることで合意した2。本技術協力プロジェクトは「農村開

発」、「持続的経済開発」に寄与し、援助政策と一貫するものである。 

（３）日本の技術の優位性 

 日本の一村一品運動は世界的にもよく知られ、アジア、アフリカ諸国への技術移転の実績もある。

本プロジェクトではこれらの経験の蓄積が活用されることが期待される。 

（４）ターゲットグループの選定 

 本プロジェクトでは、地場産業支援体制の要となる経済省職員を直接的なターゲットグループとし

ている。さらに地場産業振興に携わる自治体関係者、NGO、生産者グループ等のステークホルダ

ーも研修対象とする等、プロジェクトに深く関わってもらうことによってプロジェクトの効果を高めるこ

とが期待される。 

3-2 有効性 

 以下の理由から、本プロジェクトの有効性は高いと予測することができる。 

（１）プロジェクト目標の内容 

 プロジェクト目標は「グアテマラ西部地域３県（ケツアルテナンゴ、トトニカパン、ソロラ）において、

                                            
1 日本外務省「ODA データブック」（2008）からの引用。 
2 同上。 
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地場産業を振興するための行政及び諸組織間の体制が強化される」である。この文自体における

“体制”には異なった解釈の余地があるものの、３つの指標、すなわち①振興体制を規定する公式

文書が存在すること、②上公式文書が広報されていること、③プロジェクト関係者による評価、を設

けることにより、その意味を明確にした。指標の入手も特に困難ではなく、適切である。 

（２）成果とプロジェクトの因果関係 

 成果は第一に「地場産業振興にかかわる支援人材（経済省中小零細企業開発総局、開発審議

会、市町村、NGO、地場生産組織等）の能力が開発される」、第二に「地場産業支援施策を改善

するメカニズムが確立される」である。目標達成のために必要な成果として、明確に記述されている。

成果からプロジェクト目標に至るまでの外部条件としては、「ほとんどの帰国研修生は、引き続き地

場産業振興に従事する」、「確立されたメカニズムが適切に機能する」の２つが設定されており、い

ずれもその意味するところは明確である。また、現在の経済省の体制及び方針から判断すると、こ

れら外部条件が満たされる可能性は高い。 

 

3-3 効率性 

 以下の理由から、本プロジェクトは効率的に実施されることが見込まれる。 

（１）成果の内容 

 第一の成果の達成指標は「本邦研修生のパフォーマンス」と「帰国研修生のセミナー、ワークショ

ップにおけるパフォーマンス」、第二の成果の達成指標は「メカニズムの確立を示す公式文書の流

通」である。いずれも内容を的確に捉えており、また、入手手段も適切と言える。ただし“パフォーマ

ンス”の具体的な目標値は、プロジェクト開始後、専門家と関係者が協議したうえで設定する必要

があろう。 

（２）活動と成果の因果関係 

 成果を産出するための活動はいずれも本邦研修とそれに付随する地場産業支援策改善案の提

案に関連するものであり、明確かつ成果に直結している。活動から成果へ至る外部条件は設定し

ていない。 

（３）投入のコストとタイミング 

 本プロジェクトのコストは比較的小さく、特に日本人長期専門家は一名のみを派遣する計画であ

る。また、プロジェクトの主要部分を占める本邦研修は受入れ側の事情により各年 12 月頃に 1 カ月

間計画されているが、それに合わせ効率的なプロジェクト運営が出来るよう、ベースラインサーベイ、

研修参加者の選定、帰国後のセミナー、ワークショップ開催等のスケジュールが計画されている。 
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第 4 章 協議結果の概要 

 

4-1 技術協力の枠組み 

 グ国経済省との協議の結果、合意した技術協力の基本的な枠組みについては以下のとおりであ

る。 

 

（１）プロジェクトタイトル：地場産業振興プロジェクト 

（２）実施機関：経済省中小零細企業開発総局 

（３）対象グループ：経済省中小零細企業開発総局職員 

（４）対象地域：グアテマラ西部３県（ｹﾂｱﾙﾃﾅﾝｺﾞ、ﾄﾄﾆｶﾊﾟﾝ、ｿﾛﾗ） 

（５）プロジェクト実施期間：2010 年 5 月～2013 年 8 月（3 年 4 ヶ月） 

（６）上位目標：地場産業支援をするための施策案が提出される 

（７）プロジェクト目標：グアテマラ西部地域３県（ケツアルテナンゴ、トトニカパン、ソロラ）において、

地場産業を振興するための行政及び諸組織間の体制が強化される。 

（８）成果 

1 地場産業振興にかかわる支援人材（経済省中小企業開発総局、開発審議会、市町村、ＮＧＯ等、

地場生産組織等）の能力が開発される。 

2 地場産業支援施策を改善するメカニズムが確立される 

（９）活動 

1-1 支援制度、支援人材に対するベースラインサーベイ実施 

1-2 本邦研修参加者の選定 

1-3 本邦研修の準備 

1-4 本邦研修への参加 

1-5 地場産業振興セミナー向け教材の作成 

1-6 地場産業振興セミナーの開催 

1-7 教材、セミナーの評価 

2-1 本邦研修の成果に基づく地場産業振興施策の改善案作成 

2-2 上記地場産業振興施策改善案を議論、改善するためのステークホルダー・ワークショップ

の開催 

2-3 地場産業振興施策改善案の最終案作成 

2-4 ステークホルダーのプラットフォーム構築準備 

（10）投入 

①グアテマラ側： 

・C/P 及び管理ｽﾀｯﾌ 

・ 建物、施設（経済省グアテマラシティ及びケツアルテナンゴ事務所におけるﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事務

所スペース） 

・ 機材（プロジェクト実施に必要な機材） 
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・ 管理運営費用 

②日本側： 

・ 長期派遣専門家 1 名（地場産業振興） 

・ 短期派遣専門家（必要に応じて） 

・ 研修（本邦研修） 

・ 機材（車両及びその他のプロジェクト実施に必要な機材） 

・ 運営費用（プロジェクト実施に必要な費用） 

（11）前提条件：経済省中小企業開発総局、開発審議会、市町村、ＮＧＯ等、地場生産組織、がプ

ロジェクト参加に同意する。 

 

4-2 実施協議に係る主要点 

協議は当初、2008 年 8 月に実施したプロジェクト形成調査結果のレビューを行い、その後今回

の現地調査と首都で行った地場産業振興の関係者を対象としたワークショップでのヒヤリングなど

の成果を基に、我が方でドラフトした協力案（実施細則案、PDM 案他）を経済省側に提示し、それ

ら提案内容をベースに実施した。最終的に協議議事録に署名を了することが出来た。 

 なお、合意に至る協議の中で議論となった主な点は以下のとおりである。 

 

１） プロジェクトの名称変更について 

プロジェクト名は前回のプロジェクト形成調査において以下①のとおりで進めて来たが、詳細計

画策定調査での経済省との協議を通して、我が方とグ国で合意した協力内容をより正確に反映・

体現した名称を用いることが望ましいとの結論に至り、要請(要望調査）時の名称から、以下のとお

り新しい名称へ変更することを確認した。 

採択時名称： 

 （和文）地域産品競争力強化プロジェクト 

 （英文）Strengthening the Competence of Local Products 

 （西文）Fortalecimiento de la Competitividad de Productos Locales 

変更時名称（案）： 

 （和文）地場産業振興プロジェクト 

 （英文）Project for Promotion of Local Industries 

 （西文）Proyecto para el Fomento de las Industrias Locales 

 

２） 「Local Industry」の定義について 

本プロジェクトでは、“Local Industry”の定義を「製品やサービスに地域資源を活かした中小零

細企業、生産者グループ」と定義した。これは、あいまいな定義を排し、対象を限定することで、プ

ロジェクト成果達成に向けての精度を上げる意図を持ってのことである。 

 

３） 「Target Group」に範囲ついて 

本プロジェクトのターゲットグループは経済省中小企業開発局であるが、本邦研修には、中小企
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業開発局の職員に限らず、県および市の職員、生産者グループ、NGO からも研修に参加する旨

確認した。中小企業開発局は研修員の選考に際し、透明性を確保する旨合意した。 

 

４） 研修員の人数について 

3年間で最大40名の研修員を受け入れること、また研修の効率性の確保のため、各年度の受入

人数は概ね 13 名となる旨合意した。先方はもっと多くの人数を要求したが、予算の制約や受け入

れ先からの要望により、一回につき 12 名前後が望ましいことを説明し理解を取り付けた。 

 

５） プロジェクトの期間について 

プロジェクト期間は 3 年 4 ヶ月であること、JICA から専門家が派遣され、経済省へ着任した時点

をプロジェクト開始とする旨確認した。なぜ、その期間になったかは、以下の行程案の理由による。

本邦研修の実施時期が、受入先の都合により 2010 年 12 月と決まっており、そこから前後の活動を

設定すると、3 年４ヶ月必要との結論に至った。なお、詳しくは、4-3 の研修計画の項で説明する。 

 

６） 専門家の配置について 

JICA が「地域産業振興」の長期専門家及び、必要に応じて短期専門家を派遣する旨確認した。

研修実施が 12 月を予定しているため、長期専門家はプロジェクト開始と共に、まずプロジェクト対

象地域における人材や地域産業振興を支える制度等に関するベースライン調査をすること、また

研修参加にあたり、インセプションレポート作成の準備等に協力することを説明した。短期専門家

については、インセプションレポートの作成指導を目的とした「開発計画」の専門家派遣（研修受入

先であるＡＰＵからの派遣を念頭に置いた）と、研修員が大分で学んだ知識を発表するセミナーに

おいて、実際に大分の講師を呼んで研修員の発表に合わせて講演を行うことを想定した「振興政

策」の専門家派遣について、具体例として先方へ説明した。 

 

７） 専門家の執務スペースについて 

中小企業開発局内に専門家の執務スペースを確保する旨合意した。プロジェクトを円滑にすす

めるため、個室ではなくオープンスペースを確保するよう要求し、双方合意した。協議の後、先方

からの申し出により、実際に専門家が着任時に所属する部屋を見せてもらう機会があった。 

 

８） 資機材の供与について 

JICA は、プロジェクトに対して下記機材を供与する旨合意した。 

・ 車両 1 台 

・ パソコン、プリンター、スピーカー 

・ マルチメディアプロジェクター 

・ ビデオカメラ、デジタルカメラ 

経済省は本プロジェクト用に車両を用意することが出来ないが、対象地域は四輪駆動車でなけ

れば踏査できない僻地であるため、車両の供与が無いと著しく活動に支障を来たす恐れがあると

の結論に至った。また、本プロジェクトでは、相当数のセミナーやワークショップを行うことが想定さ
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れることから、それら必要な機材として、パソコン、プリンター、スピーカー、プロジェクターが必要と

の判断に至った。最後に、成功事例をいち早く作り出すこととそれらを他のグループ等へ紹介する

ことが重要な本プロジェクトでは、それら事例の記録に必要なビデオやカメラについても機材に加

えた。なお、中小企業開発局からは、特にケツアルナンゴ事務所においては、コピー機がプロジェ

クト実施に際し、不足しており、資機材リストに追加してほしいと希望があったが、プロジェクト開始

当初の専門家の活動拠点は中小企業開発局であるため、赴任後ケツアルナンゴへの出張等で状

況を見ながら追加の可否を検討する旨双方合意した。 

 

９） R/D(案)の署名について 

M/M 添付の R/D(案)については、ＪＩＣＡグアテマラ事務所と経済省中小企業開発局間にて、

2009 年 12 月までに署名する旨確認した。2009 年 12 月に R/D 及び修正版 M/M が署名された。 

 

１０） 研修員の人選について 

 本件は、中央省庁の人材育成を成果とするプロジェクトであるため、中心となる研修員は、実施

機関である中小零細企業開発総局のメンバーであるが、それら中央の役人が学ぶための脇役とし

て、地方自治体職員・ＮＧＯ職員・村落組織のメンバーの参加が必要となる。これは、それぞれの

階層におけるコミュニティ活性化への課題と解決策をお互いに学びあい、議論しあうことで理解を

深めることと、信頼関係を構築することに重点をおいているためである。なお、研修人材の選定に

ついては、政治的な介入に注意することや透明性を持って実施することなどを確認した。 

 

4-3 研修計画 

 調査での先方政府との合意事項を踏まえ、帰国後にＡＰＵ側へ先方との合意事項を説明した上

で、内容について協議した結果、以下の研修計画で進める見通しとなった。 

１）研修名 

(和文名称)  国別研修「グアテマラ 地場産業振興」 

(英文名称) Promotion of Local Industries in Guatemala 

(西文名称) Fomento de las Industrias Locals para Guatemala 

２）研修到達目標（案） 

（１）地域コミュニティの開発の概念を理解すること 

（２）大分県の地域産業振興、地域開発事例の研究を基に、地域コミュニティのキャパシティ・

ディベロップメントのための仕組み・施策を理解すること 

（３）地域産業振興、地域開発のための計画、実施、評価の仕組みを理解すること 

（４）グアテマラにおける地域コミュニティのキャパシティ・ディベロップメントを踏まえた地域産

業の振興のための計画書を作成すること。 

３）対象機関・対象者 

  経済省中小企業開発総局、開発審議会、市町村、NGO、生産者グループ 

  ※一部準高級待遇の研修員が参加する可能性有り 

  ※初年度については経済省中小業開発総局の割合が多くなる見込み 
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 ※グアテマラ国派遣の専門家が本邦研修全日程に参加予定 

４）定員 

 3 年間で 40 名を予定（1 回あたり約 13 名） 

５）実施時期 

  平成 22 年 11 月下旬～12 月中旬 ( 平成 22 年度～平成 24 年度) 

６）研修内容 

研修要望事項(JICA) 検討事項(APU) 

・コミュニティキャパシティ・ディベロップメント（講

義＋討論） 

・地域開発の計画・実施・評価（講義＋討論） 

・三好教授による講義・討論を実施 

・地域資源を活用した地域振興・地場産業活性

化のための開発手法 

・ハットウオンパク野上氏に「オンパク」に関する

講義を依頼する 

・中央・県･市町村各レベルにおける行政機関

の役割と連携（講義＋視察） 

・大分県での行政機関の役割の講義・視察は

難しいが、宮崎県の都城にて事例の視察・講

義が可能 

・その他の地域でも良い事例がないか検討 

・女性生産者グループへの視察・講義（天瀬 

 かりんとう等） 

・大分の地域振興では女性グループの活動事

例が豊富にある。天瀬かりんとう以外にも、「若

妻の店」が考えられる。  

・手工芸品・民芸品の活用事例 ・大分では手工芸品の事例が少ない。竹細工

等があるが、他に良い事例がないか検討 

・黒川温泉・湯布院等温泉を活用した観光分野

 の視察・講義 

・地域の集合的な取組みとして、黒川温泉での

講義・視察が望ましい。 

・オンパク ・オンパク事例の視察を実施 

・グループディスカッション・ワークショップ ・ディスカッションに十分な時間を確保する 

 

4-4 今後の対応スケジュール 

2009 年 10 月  案件名称変更手続き（日本側外務省） 

2009 年 12 月  R/D 署名（JICA グアテマラ事務所） 

2009 年 2 月  長期専門家公募開始（JICA 本部） 

2010 年 3 月  長期専門家派遣手続き（事前研修は 4 月頃開始） 

2010 年 5 月  プロジェクト開始 
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付 属 資 料 

1. 主要面談者 

2. 面談記録 

3. 署名済み M/M・R/D（2009 年 8 月及び 12月分） 

4. プロジェクトデザイン図 

5. PDM（和訳） 

6. 経済省案件要請背景説明（PPT 資料） 

7. 調査結果マトリックス 



 



主要面談者 
 
経済省（MINECO） 
Mr. Rodolfo Carona Viceministro de Desarrollo de la Micro, Pequeña y 

Mediana Empresa 
Ms. Gloria Zarazúa Directora Ejecutiva, Servicios Financieros 
Ms. Brenda Deydania Ceron Ordoñez 
 Coordinación de Servicios de Desarrollo Empresarial 

(SDE) 
Ms. Lissette Muralles Coordinadora de Capacitación y Asistencia Técnica, 

SDE 
Mr. Herbert De León Coordinador de Comercialización y Artesanías, SDE 
Ms. Marilyn Dubón Coordinadora de Asociatividad, SDE 
Mr. Juan Carlos Ramos Dirección Programas y Proyectos, SDE 
Mr. Milton O. Roldán L.  Asistente, Comercialización y Artesania, SDE 
Ms. Dafne Retana Asistente, Cooperación Internacional, SDE 
 
経済省企業開発サービス局（SDE)ケツアルテナンゴ事務所 
Mr. Mynor Gómez Encargado 
Mr. Cruz Tzul                 Asistente 
Ms. Rosario Choj-lan      Secretaria 
 
大統領府企画庁（SEGEPLAN） 
Ms. Ana María Ruíz García Directadora de Gestión de la Cooperación 

Internacional 
Ms. Ligia Vargas Coordinadora, Componente 3, Programa de Desarrollo 

Económico desde lo Rural 
Ms. Leticia Ramírez Asesora de Cooperación Internacional 
Mr. José A. Fuentes Consultor, Dirección de Políticas Económicas y 

Sociales 
畠山 道子 JICA 専門家（援助調整） 
 
PRONACOM（国家競争力計画） 
Mr. Roberto Sagastume Analista, Proyectos de Inversión 
 
ケツアルテナンゴ県 
Mr. Eleuterio Noé Gómez López  
 Gobernador Departamenral（県知事） 
Mr. Leonardo García Financiero, Gobernación Quetzaltenango 
Ms. Aura Rojas Asesora en Derechos Humanos, Gobernación 

付属資料 1
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Quetzaltenango 
Mr. Bladimir Rosales Asistente Jurídico, Gobernación Quetzaltenango 
Ms. Estrella Poroj Secretaria Despacho, Gobernación Quetzaltenango 
Mr. Fredy López Auxiliar, CODEDE 
Mr. Benedicto Noriega Asistente de Administración Departamental, 

CODEDE 
 
ケツアルテナンゴ市 
Mr. Carlos Prado Concejal I, Municipalidad Quetzaltenango 
Mr. miliano de Lena Concejal II, Municipalidad Quetzaltenango 
Mr. Tomy Oliva Concejal III, Municipalidad Quetzaltenango 
Mr. Arnoldo Sac Concejal IV, Municipalidad Quetzaltenango 
Mr. Rosario Cotí Concejal V, Municipalidad Quetzaltenango 
Mr. Guman Reino Concejal VII, Municipalidad Quetzaltenango 
Mr. Hector E. Leiva Concejal VIII, Municipalidad Quetzaltenango 
Mr. Celestino Cucum Concejal IX, Municipalidad Quetzaltenango 
Ms. Aura Pisquiy Coti Concejal X, Municipalidad Quetzaltenango 
Mr. José David González Concejal II Suplente, Municipalidad Quetzaltenango 
Ms. Silvia López Ixcaya Concejal III Suplente, Municipalidad Quetzaltenango 
Mr. Juan Cifuentes Concejal IV Suplente, Municipalidad Quetzaltenango 
Mr. Julio Aceituno Sindico I, Municipalidad Quetzaltenango 
Mr. Carlos Pereira Fomento Local, Municipalidad Quetzaltenango 
 
トトニカパン県 
Ms. Aura Marina De León Jefe Oficina Departamental, SEGEPLAN 
Mr. Herbert Yax V. Consultor de Inversión, SEGEPLAN 
Mr. Carlos O. Barreno Profesional de Comercialización, MAGA 
Mr. Juan Carlos Soch Profesional de Proyectos, MAGA 
Mr. Gustavo Celada R. Información Estratégica, MAGA 
Mr. Mario García B Supervisor Departamental, PRORURAL 
Ms. Andrea Morales Representante Titular Departamental, Comisión 

Mujer Departamental 
Mr. Juan Vicente Calel Director Ejecutivo, CODEDE 
Ms. Edna Velásquez Say Suplente Departamental, ADIRMEG 
Mr. Alvaro Elías Gramajo Director, CODINO 
Mr. Henry Alvarez A. Coordinador FONAPAZ 
Ms. Angela Cotoc Promotora, SEPREM 
Mr. Fredy A. Samayoa Delegado, SESAN 
 
ソロラ県 
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Ms. Elena Yojcom Gobernadora Departamenral（県知事） 
 
ソロラ市 
Mr. Pedro Saloj Quisquiná Alcalde Municipal（市長） 
Mr. Carlos Saloj Yaxón Técnico Fomento Económico, UFEM/OMP 
Mr. Erasmo Chiroy Yaxón Técnico Fomento Económico, UFEM/OMP 
Mr. José Agustín Orellana Concejal VII, Municipalidad Sololá 
Mr. Norberto Pocop Saloj Sindico I, Municipalidad Sololá  
 
AGEXPORT (グアテマラ輸出業協会)  
Mr. Ivan Buitron Cisneros Gerente de Desarrollo 
Mr. Ricardo Santa Cruz Rubí Gerente de Cooperación External y Servicios de 

Consultoría 
 
生産者グループ 
Mr. Alberto Asociación de Desarrollo Integral Belén (ADIBE) 代表 
Ms. María Shochi Asociación Maya de Desarrollo (ASOMADE) 生産担当

マネージャー 
 
Grupos Gestores (NGO) 
Ms. Gabriera Dominguez Coordinadora, Desarrollo Institucional  
 
UNIFEM 
Ms. Rita Cassisi Coordinadora Oficina de País 
 
在グアテマラ日本大使館 
鈴木 一泉 特命全権大使 
森田 聡 一等書記官 
 
JICA グアテマラ事務所 
佐々木 健雄 所長 
青木 英剛 次長 
肥田木 玲子 企画調査員 
Mr. Roland Quiñónez ナショナルスタッフ（村落開発協力アドバイザー） 
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 1

面談記録 
 
1. 日時 2009 年 8 月 4 日(火)  9：00－12：20 
2. 場所 経済省（MINECO） 
3. 機関名 経済省企業開発サービス局  
4. 先方対応者 Ms. Brenda Deydania Ceron Ordoñez, Cordinadora 

Mr. Milton O. Roldán L., Consultor, Comercialización y Artesania 
他企業開発サービス局スタッフ 6 名 

5. 当方出席者 砂田団員、昌谷団員、ＪＩＣＡグアテマラ肥田木職員、Quiñónez 職員、石川氏（通訳）

6. 面 談 内 容

（要約） 
１．当方のプロジェクトのコンセプトと内容説明についての質疑 
・ Q: 本邦研修参加者は？ A:毎年 10 人、3 年で 30 人を計画。 
・ Q: 研修参加者選抜方法は？ A: プロジェクト活動の一部として、基準を設け

選抜方法を検討する。 
・ Q: インセションレポートはだれが作るのか？ A: それぞれの研修参加者が個

別に作成。 
２．今回調査の日程について 
・ 大統領府計画庁訪問時には、経済省職員も同行する。 
・ ワークショップ参加者（招待者）については、経済省が現在リストを作成中。 
３．事前に送付した質問への回答 
・ 2005 年に作成された MSME 政策（西語文書入手済み、翻訳中）の修正、追加

はその後無い。現時点で新政策を作成する計画は無い。 
・ 経済省中層零細企業開発総局の 新の組織図は、JICA グアテマラ事務所に

送付した CD（入手済み）の通り。ウェブに掲載されているものから昨年変更され

た。 
・ 企業開発サービス局は 5 つのユニットからなる。ただし、そのうち地方事務所 8

か所を管轄するユニットはまだ設置されていない。 
・ 中小零細企業は、2001 年の国家プログラムにより、従業員数と売り上げ高によ

って定義される（ウェブプリントを入手）。 
・ 工業センサスは実施していない。2001 年、2006 年に中小零細企業約 1600 社

を対象としたサーベイを実施している。 
４．「彩」について 
・ DVD 上映後、ブレンダ局長より讃辞が表明された。 

以上

７. 入手資料 中小零細企業開発国家プログラム文書（西語）（電子ファイル） 
 

付属資料 2
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 2

面談記録 
 
1. 日時 2009 年 8 月 4 日(火)  14：00－15：50 
2. 場所 AGEXPORT 
3. 機関名 AGEXPORT （グアテマラ輸出協会） 
4. 先方対応者 Mr. Ivan Buitron Cisneros, Gerente de Desarrollo 

Mr. Ricardo Santa Cruz Rubi, Gerente de Cooperación Externa y Servicios de 
Consultoría 

5. 当方出席者 砂田団員、昌谷団員、ＪＩＣＡグアテマラ Quiñónez 職員、石川氏（通訳） 
6. 面 談 内 容

（要約） 
※本来、USAID の支援活動についてインタビューするために実施協力期間である

AGEXPORT を訪問したが、AGEXPORT 自体が MSME や地方生産者支援を広範

に実施していることがわかり、その活動全般につきディスカッションした。 
１．AGEXPORT のプロファイル 
・ 企業約 1080 社が加盟。うち 8 割は中小企業。グアテマラでは 大の企業団体

である。ラ米においても 有力の企業団体の一つ。 
２． JICA プロジェクトに対する見解 
・ 政府職員は短期で異動したり退職したりすることがあるため、研修効果が失な

われる恐れあり。人材を定着させる工夫が必要。 
・ 経済省中小零細企業開発総局の新次官は意欲的であり、プロジェクトもやりや

すくなるのではないか。 
３．開発部（Division de Desarrollo）の活動 
・ 目的は、雇用創出、所得向上、技術支援、ファイナンス支援、環境保全。 
・ 多くの国際ドナーと協力してプロジェクトを実施。USAID、IFAD、DANIDA、

GTZ、HIBOS（オランダ）、EU 等。 
・ 地方の生産者支援をする Programa de Encadenamientos Empresas を実施中

（2008-11 年）。技術支援、クレジット供与（紹介）、起業強化、農産品フェア開催

等の活動を実施。 
・ グアテマラ輸出促進のため生産多様化、市場多様化が必要。グアテマラ製品

に対する需要は大きいが、安定供給能力が低い。 
・ これまで、経済省と民間セクターによる MSME プラットフォームつくりに参加して

きた。新次官の就任により官民対話が進展する可能性あり。8 月 15 日に経済省

と民間により MSME アジェンダ会合が行われる。 
・ その他の活動及びグアテマラの輸出については資料参照 

以上

７. 入手資料 AGEXPORT の中小企業支援活動（西語）（電子ファイル）、AGEXPORT 各種ブロ

ーシャ（西語） 
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 3

面談記録 
 
1. 日時 2009 年 8 月 4 日(火)  16：15－17：15 
2. 場所 UNIFEM 
3. 機関名 UNIFEM （国連女性開発基金） 
4. 先方対応者 Ms Rita Casisi, Coordinadora Ofcina de País 
5. 当方出席者 砂田団員、昌谷団員、ＪＩＣＡグアテマラ Quiñónez 職員、石川氏（通訳） 
6. 面 談 内 容

（要約） 
１．プロファイル 
・ UNIFEM は1975 年に設立された国連機関。女性の権利保護、発展を目的とす

る。 
・ グアテマラ事務所は職員 13 人。８プログラムを実施中、そのうちの１つが

MyDEL。３年間で７００万ドルの予算。 
２． MyDEL（女性と地域経済開発プログラム） 
・ グアテマラ、ホンジュラス、エルサルバドル、ニカラグアの４カ国で実施。基本的

には各国同じ内容。2005－07 年がフェーズ１、2008－10 年がフェーズ２。予算

は各フェーズとも 4 国合計で 200 万米ドル（1 国 50 万米ドル）。イタリア政府の

協力による。 
・ グアテマラではフェーズ１ではウエウエテナンゴ、チキムラを対象とした。フェー

ズ２では、ソロラ、サンマルクス、トトンカパン等を対象地域としている。 
・ 中央と地方のサービス仲介機能として、地域経済開発エージンシーを設け、零

細・小企業を対象に（男性も含む）、技術協力、ファインス（Rural Bank を通じ

て）、法的支援サービス仲介等の活動を実施している。 
・ インキュベーション機能を持つ女性起業センターを設立し、市場情報提供や研

修活動を実施している。このセンターをさらに各地に設置していく計画。 
・ ラファエル・ランディベル大学と連携し、企業インベントリーを構築しているところ

である。 
３．その他 
・ 経済省には、女性企業家の研修実施やファイナンスアクセス向上等のサービス

改善を要望している。新次官は国際機関や外国援助機関勤務経験があり（Ms 
Rita Casisi と同僚だった）、積極的。 

以上

７. 入手資料 MyDEL 等プログラム説明文書（西語） 
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 4

面談記録 
 
1. 日時 2009 年 8 月 5 日(水)  16:00－17：15 
2. 場所 経済省ケツァルテナンゴ事務所 
3. 機関名 経済省ケツァルテナンゴ事務所 
4. 先方対応者 Mr. Mynor Gómez, Encargado, Sede Regional IV Quetzaltenango 

Mr. Cruz S.Tzul Pacheco, Asistante 
他 1 名 

5. 当方出席者 砂田団員、昌谷団員、ＪＩＣＡグアテマラ肥田木職員、Quiñónez 職員、経済省 Mr. 
Herbert、石川氏（通訳） 

6. 面 談 内 容

（要約） 
１．ケツァルテナンゴ事務所について 
・ 第 6 地域の４県（トトニカパン、ソロラ、ケツァルテナンゴ、サンマルクス）と第７地

域の２県（ウエウエテナンゴ、キチェ）、計６県を対象地域とする。同地域の人口

は３１０万人、企業数は不明、ただしケツァルテナンゴ市には約 7400 社ある。 
・ 企業開発サービス局だけでなく、ファイナンス・技術サービス局の業務もしてい

る。中小零細企業開発総局の地方事務所である。 
・ 経済省としては、当事務所のほかに、統計、商標登録、消費者関連の各地方

事務所を、ケツァルテナンゴ県庁内に置いている。 
・ 事務所として独自予算を持つことはない。人件費のほか、活動予算はすべて中

央予算から配分される。なお、経済省予算が地方自治体の活動予算に配分さ

れることはない。 
２． 自治体との連携 
・ ２００２年開発審議会法により設置された各レベルの開発審議会のうち、第６地

域開発審議会（メンバーは全省の代表、民間セクター、市民代表、先住民代表

等）に出席し、地域内の経済・産業問題を検討している。第６地域は、納税額が

多いのに対し、予算配分が少ないのが問題である。 
・ ケツァルテナンゴ市は予算の９５％がインフラ整備に充てられており、ＭＳＭＥ振

興予算は少ない。「女性起業家ウィンドウ」を市の女性局と協力して開始した。

経済省側は技術支援、ＩＴC を担当。しかし市の予算が続かず３か月で頓挫し

た。 
・ ケツァルテナンゴ県庁との関係は薄く、特に提携はない。 
・ ケツァルテナンゴ、ソロラ、トトニカパンとも、市レベルではＭＳＭＥ振興活動を実

施している。県レベルでは、ソロラ、トトニカパンはケツァルテナンゴよりは積極

的。 
・ 政府「移動内閣」では大統領が地方を訪れ、関係機関とともに地域の問題につ

いて協議し対策を表明する。国、地方自治体、援助機関がアライアンスを組む

機会となっている。 
・ 自治体、特に市レベルでは独自のＭＳＭＥ振興事業をしていると思われるが、

女性局による事業が多い。トトニカパン市でも女性局が実施している。 
３．ＪＩＣＡプロジェクトについて 
・ 全体のフレームがわかりやすくてよい。経済省と生産者との関係は重要であり、

本邦研修で関係者が一堂に会し集中的に問題を議論することは貴重な機会で

ある。 
以上

７. 入手資料  
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 5

面談記録 
 
1. 日時 2009 年 8 月 6 日(木)  7:30－8：30 
2. 場所 ケツァルテナンゴ市役所 
3. 機関名 ケツァルテナンゴ市議会 
4. 先方対応者 市長代行他、ケツァルテナンゴ市議会議員 
5. 当方出席者 砂田団員、昌谷団員、ＪＩＣＡグアテマラ肥田木職員、Quiñónez 職員、経済省 Mr. 

Herbert、Mr. Gómez、石川氏（通訳） 
6. 面 談 内 容

（要約） 
当日開催された市議会の議題の一つとして本プロジェクトが取り上げられ、本調査

団が出席した。砂田団員のプロジェクト趣旨説明に対し、市議会議員より次の質疑

応答があった。 
・ Ｑ：開始はいつか。 Ａ：2010 年 4 月頃を予定。 

Ｑ：本邦研修参加者数は何名か。 Ａ：年間 10 名強、3 年間で 30 名強。 
Ｑ：研修参加者はどのように選定するのか。 Ａ：経済省が中心に選考するが、Ｊ

ＩＣＡとしてはメリットベースで地場産業振興に直接間接に取り組んでいる人材

を希望する。 
「彩」ＤＶＤ上映後、市側より感謝の意が表明され、調査団各メンバーに「名誉訪問

者」の賞状が授与された。 
 
※なお、市議会議員は選挙で選ばれた市長に任命されて就任する。 

以上

７. 入手資料  
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 6

面談記録 
 
1. 日時 2009 年 8 月 6 日(木)  9:50－11：20 
2. 場所 ケツァルテナンゴ県庁 
3. 機関名 ケツァルテナンゴ県 
4. 先方対応者 Mr. Eleuterio Noé Gómez López, Gobernador Departamenral （県知事） 

県開発審議会メンバー数名 
5. 当方出席者 砂田団員、昌谷団員、ＪＩＣＡグアテマラ肥田木職員、Quiñónez 職員、経済省 Mr. 

Herbert、Mr. Gómez、石川氏（通訳） 
6. 面 談 内 容

（要約） 
調査団側よりプロジェクト概要説明後、知事より県の産業及び産業振興について以

下の説明あり。 
・ 生産能力は概して低い。 
・ 寒冷地域では野菜を栽培し、近隣国にも輸出している。 
・ 沿岸の温暖地域ではコーヒー栽培をしているが、コーヒー価格下落により、栽

培をやめる農家が増えている。作物転換が望まれており、中央政府のプロルー

ラルプログラムで作物転換が進められているが、成果はあがっていない。プロル

ーラルの事務所は県内にあるが、県庁の機能ではない。 
・ 県の役割は中央と市との調整・連携を推進すること。独自に産業振興策を行っ

てはいない。 
・ 県の開発審議会には環境、女性、農業等の委員会があるが、産業振興はな

い。しかしながら、JICA プロジェクトをきっかけに、産業振興委員会を設置する

ことを提案したい。 
・ 経済省ケツァルテナンゴ事務所との関係は薄く、活動の連携はほとんどない。

県ホール等のスペース貸与のみ。 
・ プロジェクト本邦研修の参加候補者については、市の職員、県開発審議会メン

バーが望ましい。できれば県職員も。 
その後「彩」ＤＶＤを上映し、出席者より地域資源の発掘・活用の重要性などにつき

コメントがあった。 
 
※経済省によると、県職員総数は十数名以下であり、県の独自収入はなくすべて大

統領府より予算配分を受けている。 
以上

７. 入手資料  
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 7

面談記録 
 
1. 日時 2009 年 8 月 6 日(木)  14:00－15：30 
2. 場所 Grupos Gestores  
3. 機関名 Grupos Gestores 事務局本部 
4. 先方対応者 Ms. Gabriera Dominguez （組織開発担当） 

他２名 
5. 当方出席者 砂田団員、昌谷団員、ＪＩＣＡグアテマラ肥田木職員、Quiñónez 職員、経済省 Mr. 

Herbert、石川氏（通訳） 
6. 面 談 内 容

（要約） 
１．プロジェクトについて 
調査団側よりプロジェクト概要説明後、以下の質疑応答あり。 
・ Q:インセプションレポート作成の方法は？ A:全研修参加者がそれぞれ自分の

活動に応じて作成する。1 年目には短期専門家を派遣し作成方法を指導する

計画。 
・ Q:「改善案」は毎年更新するのか、それとも違う案を毎年作成するのか。 A:改

善案の公式採用までのプロセスはプロジェクト内で検討することになる。このプ

ロジェクト提案自体、まだ確定したものでなく、経済省からの代替案も期待す

る。 
・ Q:経済省職員以外の「改善案」の扱いは？ A:プロジェクトにおいては経済省

の政策・施策改善がメインになる。 
・ Q:GG もこのプロジェクトに参加できるのか。 A:ぜひ参加をお願いする。 
２．GG の活動、組織 
・ 現在全国に 58 の GG あり。2010 年半ばまでにさらに 30 か所設置する計画。 
・ 本部の他、６つの GG 地域ネットワーク事務所がある。近く東部にもう一つ増や

す計画。 
・ 経済省との連携に関しては、GG が南西部 6 県における産品（野菜、木材、地

域産品）のバリュー・チェーン・プロジェクトへの支援を IDB に要請しており、そ

のバックアップを経済省から受けている。 
・ IDB 日本基金によるカカオプロジェクトは、第 1 フェーズを終了し、第 2 フェーズ

がもうすぐ開始される。同じく同基金による GG ネットワーク強化も、第 2 フェーズ

を検討中。 
・ スチテペケズ県の競争力会議（競争力国家プログラム）を、GG が推進してい

る。 
 
「彩」ＤＶＤを上映し、グアテマラへの適用などにつきコメントあり。DVD のコピーを所

望され、JICA グアテマラ事務所より提供すると確約した。 
以上

７. 入手資料 スチテペケズ県競争力会議リーフレット（西語） 
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面談記録 
 
1. 日時 2009 年 8 月 7 日(金)  9:00－11：30 
2. 場所 トトニカパン県農牧省 
3. 機関名 トトニカパン県 
4. 先方対応者 県開発審議会メンバー、セヘプラン県事務所職員、農牧省県職員、NGO スタッフ

等 13 名 
5. 当方出席者 砂田団員、昌谷団員、ＪＩＣＡグアテマラ肥田木職員、Quiñónez 職員、経済省 Mr. 

Herbert、Mr. Gómez、石川氏（通訳） 
6. 面 談 内 容

（要約） 
１．プロジェクトについて 
・ 調査団側からの概要説明後、本邦研修参加者の選抜基準・方法、支援の範囲

等について質疑応答。 
・ 県側より、県開発審議会の経済振興コミッションに経済省地方事務所が参加し

てないことが、プロジェクト参加において阻害要因にならないかとの懸念が表明

された。 
２．県の地場産業、MSME 振興 
・ 県開発審議会の経済生産振興コミッションが経済関係を担当。 
・ 県開発審議会予算は年間 39,780,000 ケツァル。地方分権化法に基づき、国の

IVAPAS（平和税）より 22 県に配分される予算である。使い道はインフラがほとん

どを占める。審議会には７つのコミッションがある。 
・ セヘプラン、関係者の協力により県の戦略計画を策定中であり、現在５０％程

度の進捗。年末までに完成することが義務付けられている。県内８市の戦略計

画と整合性を保つ必要あり。 
・ 戦略計画の実施にあたっては、審議会予算だけでは不十分なので、国際機関

に支援を仰ぐ必要がある。 
・ 経済生産振興コミッションは 3 年前に設置され、メンバーは８から 10 人。会合は

月に 1，2 回。民間・市民団体代表者は 2 年の任期。政府関係者は政権交代等

により変わる。 
・ 経済生産振興コミッションは、戦略計画の経済生産部門をフォローする。 
・ 経済生産振興コミッションが既に実施しているプロジェクトは２つ。１）村レベル

のマーケティングと２）農牧省ビルでの小規模生産者による産品の売店設置。 
・ コミッションメンバーは各市の開発審議会に参加しているので、市の活動は把

握している。上記の活動１）では、各市からスペースを提供してもらう等協力を得

た。 
 
その後「彩」ＤＶＤを上映し、出席者よりトトニカパン地域の優位点などにつきコメント

があった。 
後に、県農牧省ビルに１階に設置された地元小規模生産者の売店を視察した。 

以上

７. 入手資料  
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面談記録 
 
1. 日時 2009 年 8 月 7 日(金)  14:45－16：20 
2. 場所 ソロラ県庁 
3. 機関名 ソロラ県 
4. 先方対応者 Ms. Elena Yojcom, Gobernadora del Departmento de Sololá （県知事） 

セヘプラン県事務所職員 
5. 当方出席者 砂田団員、昌谷団員、ＪＩＣＡグアテマラ肥田木職員、Quiñónez 職員、経済省 Mr. 

Herbert、Mr. Gómez、石川氏（通訳） 
6. 面 談 内 容

（要約） 
１．プロジェクトについてのコメント 
・ 本邦研修には、コミュニティーリーダーが参加するのがよい。研修後、成果を波

及させてくれる人が望ましい。 
・ 研修成果を波及させるには、帰国後経済省によるバックアップが必要。 
・ 対象３県の計画策定状況に違いがあるので、３県とも同じプロジェクトのフレー

ムワークを用いるのは疑問。（これに対し、プロジェクトの成果は人材能力向上と

制度改善という共通したものであり、そのためのフレームワークであると説明） 
２．県開発審議会の活動 
・ ５６人のメンバーから成る。代表は県知事。毎月１回会合を開く。年間予算６００

０万ケツァル。 
・ 戦略計画を策定済み（ブローシャ参照）。県内各市の計画はこれに整合するも

のであるが、未だ作成中の市がいくつかある。 
・ 審議会には女性、観光を担当するコミッションがあるが、経済振興コミッションは

今年９月半ばに設置する予定。 
・ 県としては対地場産業支援事業を実施していない。NGO が独自に実施してい

る。 
３．その他 
・ ソロラ市の開発審議会には経済振興コミッションがある。 
・ 県内 MSME の総数は把握していない。民芸品、手工芸品、観光の順で多いと

思われる。 
・ ソロラ県では経済省のプレゼンスは小さい。県への経済省事務所設置は拒否さ

れた。 
以上

７. 入手資料 ソロラ県戦略計画 2009-18 年ブローシャ（西語） 
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面談記録 
 
1. 日時 2009 年 8 月 7 日(金)  16:30－18：40 
2. 場所 ソロラ市役所 
3. 機関名 ソロラ市 
4. 先方対応者 ソロラ市長 

ソロラ市産業振興部職員 2 名、市議会メンバー2 名 
5. 当方出席者 砂田団員、昌谷団員、ＪＩＣＡグアテマラ肥田木職員、Quiñónez 職員、経済省 Mr. 

Herbert、Mr. Gómez、石川氏（通訳） 
6. 面 談 内 容

（要約） 
１．ソロラ市の概要と開発 
・ ソロラ市には、60 以上のコミュニティに 102,000 人が住む。 
・ 県の戦略計画と連携した市の計画を策定中。対象期間は２０１１-２０１８年（既存

計画は２００２－２０１０年）。 
・ 市長は県開発審議会の観光コミッション代表。 
・ 市の産業の課題は、マーケティング（流通）と機材不足（農業機械）。 
２．市経済振興局の活動 
・ 市計画局に属する。スペインの支援を受けて設置された。市開発審議会の経

済振興コミッションが産業振興の記穂方針、計画を定めるのに対し、市経済振

興局はよりテクニカルな計画・施策の立案・実施を担当する。 
・ 機能は、１）調査、２）計画、３）プロジェクト形成と資金確保。 
・ 調査活動の一つとして、市内 MSME のデータを収集した。コミュニティ４４、アソ

シエーション１４、グループ１３。前２者は法人格を持ち、市への登録が必要。な

お、個人企業（生産者）は対象外。主要業種は農業、手工芸、農村工業、観

光。工業の主力産品は大豆加工、アマランサス（植物）、茶、石鹸、シャンプー。

・ 地元農産物、民芸品の展示会を３月に実施した。展示品の人気が高く、即売会

になった。５月には県の展示会も開かれた。 
・ 生産者グループに対し、技術や経営管理についての研修を実施している。 
・ 生産者グループに対し、シードキャピタルを供与している。過去１年で３件（トマ

ト、灌漑、織物）、合計４３０００ケツァル。対象選定に当たっては、コミュニティの

開発審議会が申請し、市の開発審議会が認可する。その過程で市経済振興局

が調査し情報提供する。 
・ コミュニティの開発審議会に対する能力強化（研修、指導）を実施している。 
・ 自らの能力向上のため、AGEXPORT などの研修を受けている。 

以上

７. 入手資料 ソロラ市 2008 年活動報告ブローシャ（西語） 
 

－37－



 11

面談記録 
 
1. 日時 2009 年 8 月 8 日(土)  9:00－10：30 
2. 場所 ADIBE 
3. 機関名 ADIBE 
4. 先方対応者 Mr. Albert （代表） 

経理担当者 
5. 当方出席者 砂田団員、昌谷団員、ＪＩＣＡグアテマラ肥田木職員、Quiñónez 職員、経済省 Mr. 

Herbert、石川氏（通訳） 
6. 面 談 内 容

（要約） 
１．組織概要と活動 
・ 豆乳、豆腐、アイスクリーム、シャンプー、クッキー等、大図製品の製造販売。年

間売上 35 万ケツァル程度。販売先は町の個人消費者（豆乳）、レストラン（豆

腐）。無借金経営をしている。 
・ 30 年前にカナダの Group of Plenty という団体が始めた大豆製品事業を開始し

た。内戦激化により同団体が撤退した後、地元の住民が事業を継承した。法人

格はアソシエーション。 
・ 理事会の他、構成メンバーは 98 名。メンバーは貧困層。常勤、非常勤で工場

や売店で働いている。男女比率は２：８、若者は 10％で 50 歳以上が 60％を占

める。 
・ 組織としての目的は、貧しい人たちの状況を改善すること。 
・ スイス、台湾、国内 NGO 等の団体から支援を受けた。 
・ 製造機械の不足解消、工場環境の改善が目下の課題。 
・ 活動は高く評価されており、賞を受けている。他 NGO も見学に来る。 
２．行政への要望 
・ 政府からの支援は受けていない。政府主催の展示会には出品している。 
・ 能力向上のための研修受講、及びインフラ整備を望む。 

以上

７. 入手資料 組織紹介リーフレット（西語） 
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面談記録 
 
1. 日時 2009 年 8 月 8 日(土)  10:40－11：50 
2. 場所 マヤ開発アソシエーション（ASOMADE） 
3. 機関名 マヤ開発アソシエーション（ASOMADE） 
4. 先方対応者 Ms. マリア・ショーチ （生産担当マネージャ） 

他 1 名 
5. 当方出席者 砂田団員、昌谷団員、ＪＩＣＡグアテマラ肥田木職員、Quiñónez 職員、経済省 Mr. 

Herbert、石川氏（通訳） 
6. 面 談 内 容

（要約） 
１．組織概要と活動 
・ 21 年前、内戦被害を受けた 17 人の女性グループが、収入源を得るため始めた

事業。その後同様の状態にあった周辺の村落の女性たちが支援をもとめて集

まってきた。 
・ レーヨンにより非伝統柄のマフラー、バッグ等を製造。販売先はアメリカ、カナ

ダ、スウェーデン等の輸出が大半。年間売上 100 万ケツァル程度。借金はして

いない。 
・ 原料のレーヨンは米国産。 近、バンブーと呼ばれる中国産の糸の使用を始め

たが、品質は落ちる。 
・ 現在、構成員は 200 人の女性。16 人がこの製造所で勤務、他は農村部で働い

ている。1 名の男性を雇用している。 
・ 製造技術やデザインの指導を、カナダ人男性、アメリカ人女性（フェアトレード

活動をする NGO と思われる）より受けている。年に１、2 回の頻度。どちらもボラ

ンタリーベースで、フィーは支払っていない。輸出販路の紹介もこの 2 人によ

る。 
・ ７，８年前までは伝統柄の製品を作っていたが、売行き悪いため、デザインを非

伝統柄に変更し成功した。 
・ 今後、店舗新設、宣伝活動、販路拡大をしたい。 
２．行政への要望 
・ 行政は村の開発に何もやってくれない。村での水の整備も学校建設も、外国

NGO がやってくれた。行政はせいぜい地方都市までの整備はするが、村落に

は無関心。今後も期待しない。 
・ 当グループは政府からの支援は受けていない。政府主催の展示会には出品し

ている。昨年、FAO から機材（ガス台）の供与を受けた。今後、ミシンと乾燥器が

欲しい。 
以上

７. 入手資料 組織紹介リーフレット（西語） 
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面談記録 
 
1. 日時 2009 年 8 月 10 日(月)  9：00－9：30 
2. 場所 JICA グアテマラ事務所 
3. 機関名 JICA グアテマラ事務所 
4. 先方対応者 佐々木所長 
5. 当方出席者 十郎団長、砂田団員、昌谷団員、筱団員、ＪＩＣＡグアテマラ肥田木職員 
6. 面 談 内 容

（要約） 
１．十郎団長より前回調査内容概要と本調査の目的について説明 
 ・前回の調査では中央から地方への支援状況を確認し、Concept Paper を成果品

  とした。本調査では、ワークショップ等で双方の意向を確認し、金曜日に M/M 
  署名を目標とする。 
 ・本邦研修は 2010 年 12 月を予定。研修開始前に長期専門家または短期専門家

  を投入予定。 
 
２．佐々木所長よりコメント 
 ・単に地場産業の振興だけでなく、農業生産者、加工業者、観光、販売と結びつ 
  ける連携を期待。道の駅とも何らかの連携ができればよい。 
 ・協力隊員、SV（市場調査、デザイン）等さまざまな芽があるので上手くつなげて 
  ほしい。 
 ・三好教授が講義に来る際には、隊員のオブザーバー参加が望ましい。 
 
３．団員よりコメント 
 ・本プロジェクトが目指すものはまさに情報の共有である。経済産業省が中心とな 
  り、生産者との協議を通していかに政策と結びつけていくかが焦点となる。 
 ・本邦研修終了後には、研修を通して学んだことについてセミナーを開催し、広く

情報共有することもプロジェクトの活動内容に含まれている。 
 
４．今後の調査日程の確認 
                                               以上 

７. 入手資料  
 

－40－



 14

 
1. 日時 2009 年 8 月 10 日(月)  11：00－13：00 
2. 場所 経済産業省 
3. 機関名 経済産業省 
4. 先方対応者 ＊参加者リスト 
5. 当方出席者 十郎団長、砂田団員、昌谷団員、筱団員、ＪＩＣＡグアテマラ肥田木職員、JICA グア

テマラ Rolando 職員、石川氏（通訳） 
6. 面 談 内 容

（要約） 
１．団員紹介後、次官より下記コメント 
 ・JICA とのプロジェクトは今回が初めてであり、期待している。手法は興味深く、本

  国に上手く適応する内容と思われる。土曜日に移動内閣があり、生産者グル 
  －プより様々な要請がなされた。本プロジェクトでグアテマラ側が日本から様々 
  なことを学べることを期待する。 
 
２．団長より昨年度調査概要と今年度調査目的について説明 
 ・昨年度は経済産業省の期待する中小企業振興について、技術協力で何ができ 
  るのかを探るために地方を視察した。結果、中央からの支援を地方が受けられて

  いないこと、地方・中央間の対話が十分でないことが明らかになった。 
・Groupos Gestores に代表される NGO が地方を積極支援しているが資金面及び

技術支援面において中央とのパイプが欠落していることが分かった。 
 ・本調査は、協力の枠組みについて双方で協議を行い、合意文書にサインするこ

とを目的とする。 
 
３．ワークショップの具体的事項について打ち合わせ 
 ・次官の出席可能な時間（１０：00～11:30）に合わせて、スケジュールを変更。 
 ・MINECO より「プロジェクト内容の説明」の発表内容について質問。 

→本ワークショップでは MINECO のプレゼンスを強調すること及び JICA に支援

を求めた背景を説明することが重要である。地方と中央のネットワークが欠落し

ているという課題を参加者間で共有し、参加者全員に利益となるプロジェクトで

あることを認識してもらう発表内容を期待する旨団員より回答。 
・参加者への資料は MINECO が事前配布することを確認。 
・MINECO よりディスカッションをグループディスカッションに変更する提案がなさ 
 れた。「どのようにプロジェクトを活用するのか」をテーマに様々な階層が混ざっ

たグループ間でディスカッションを行い発表することで全員参加の場としたいと

のこと。 
 →2,３の質疑応答後、1 時間グループディスカッションをすることに合意。 

 
４．M/M,R/D の構成及び協議の進め方を調査団より説明 
 ・MINECO 側で調印のためのプレスリリースを準備。署名時にはマスコミが来る予

定。 
 
５．地方視察結果について調査団よりスライドを用いて報告。 
                              
                                                以上 

７. 入手資料  
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1. 日時 2009 年 8 月 10 日(月)  14：30－15：30 
2. 場所 在グアテマラ日本大使館 
3. 機関名 在グアテマラ日本大使館 
4. 先方対応者 在グアテマラ大使館 特命全権大使 鈴木 一泉 氏 

在グアテマラ大使館 一等書記官 森田 聡 氏 
 

5. 当方出席者 十郎団長、砂田団員、昌谷団員、筱団員、ＪＩＣＡグアテマラ肥田木職員 
6. 面 談 内 容

（要約） 
１．大使より下記コメント 
 ・グアテマラは産業開発が難しい。教育、保健が優先され、大統領が産業開発の 
  方向を向いていない。教育、保健も大事だがその先の産業開発も今から手をつ 
  ける必要がある。 
 ・グアテマラは農業も含めて産業である。予算は環境、保健等が優先されがち 

だが、給付金の源である生産活動は非常に重要である。その意味で、今回の調 
査団派遣は重要であり、人材開発に期待する。 
 

２．団長より昨年度調査概要と今年度調査目的について説明 
 ・今回提案するプロジェクトの目的は、中央と地方の産業従事者のプラットフォー 

  ムづくりである。本邦研修では、大分で中央が地方にどのような支援をしたのか 
  を学ぶことができる。 
 
３．プロジェクト内容について大使より下記コメント 
 ・中南米の完了はセクター間の意思疎通をブロックする傾向がある。その意味で、 

  本プロジェクトはチャレンジングである。 
 ・中央省庁の官僚が日本へ行き、本邦研修を受ける経験はインパクトがある。日本

  の経験により「生きがい」を見つけることが可能と思われる。意識の変革が重要 
  である。 
 ・例えば、グアテマラは温泉が豊富であるが、泉質を調べようとしない。泉質を調べ

  ることにより付加価値をつけることができ、温泉めぐりなどの観光促進につなが

る。 
 ・グアテマラは観光業及び食品加工業が重要な産業となる。地域特有の文化を育

てていく一村一品運動の方向性は非常に良い。 
 ・参加者が 5 階層に分かれている点が良い。特に中間層への研修は効果的であ

る。県は大統領が任命しているため、実質の地場産業振の舞台は市が中心とな

る。市と住民がどのように連携するのか、またどのように助成金を活用し、中央か

らのインセンティブを加えるかが重要である。 
 ・グアテマラには、どの産業を育成していくのか明確な政策がない。来年グアテマ

ラ大統領が訪日予定。本プロジェクトは日本における取り組みを説明するよい材

料になる。 
 ・経済産業省は男性社会であるが、女性をターゲットにしたマーケティングが重

要。特定のモノを特定の層に売っていく戦略が必要である。グアテマラの女性は

真面目で良く働く。本邦研修では研修参加者の半分を女性にするようジェンダ

ー的配慮を願う。 
  
４．団員より説明 
  大分一村一品運動には、かりんとうグループ等女性が頑張っている事例が多
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い。温泉による観光開発事例も参考になると思われる。       
以上
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1. 日時 2009 年 8 月 10 日(月)  1７：00－18:30 
2. 場所 SEGEPLAN 
3. 機関名 SEGEPLAN 
4. 先方対応者 参加者リスト 
5. 当方出席者 十郎団長、砂田団員、昌谷団員、篠団員、ＪＩＣＡグアテマラ肥田木職員、JICA グア

テマラ Rolando 職員、石川氏（通訳） 
6. 面 談 内 容

（要約） 
１．調査団より調査概要説明 
 ・SEGEPLAN には署名時に Witness として同席してもらう予定。 
 ・協力の枠組みについては、明日のワークショップを通じて情報共有を行う。 
 ・団員の紹介。 
 
２．SEGEPLAN より「農村部からの経済発展プログラム」について説明 
・日本、スウェーデンの支援により開始。42 のバリューチェーン（生産から販売まで

を持つひとつなぎの生産者グループ）を支援。 
 ・IDB,世銀の融資により上記プログラムを実施している。実施主体の決定が遅れ 

たため、実施開始が遅延。4 月より PRONACOM が担当。 
 ・どのバリューチェーンを支援するかは、既に支援を受けている 42 のバリューチェ

  －ンに対して、更なる支援の必要性を調査。さらに企業開発の経験を持つ団体 
を調査し、投資調整委員会が 4 つのバリューチェーンを選定。 

 ・バリューチェーンの評価、選別方法は、確立しており、モニタリング評価の指標も

  定められている。投資調整委員会の規約、メンバーは確定済。 
 ・今後 15 日ごとに追加支援のバリューチェーンを 1 つ決める予定。 
 ・9 月末に公示を行い、関心が高いグループの募集を 8 つの県で行う。対象者はメ

ンバーの 80%が先住民により構成されていることが条件。AGEXPORT のような、

アライアンスを組む団体も公募。本プログラムの受益者は、300 団体、全体で

45,000 人を目指す。（1 団体あたり 150 名を想定） 
 ・IDB、世銀からの融資 6,000 万ドルの活用について、決定権は協力機関が有して

いる。経済産業省がプロナコムを通して 34%の資金を持つ。SEGEPLAN が 7％を

持ち、残りは FONDETEL、FONAPAZ。 
 ・日本からの支援は一度に資金供与がなされるが、IDB、世銀の融資は執行プロ

セスを見ながら資金供与される。4 団体全体で現時点 600 万ドルを支出済。

（600 万ドルの支出の内訳詳細は不明。SEGEPLAN は少額。経済産業省、

FONAPAZ に配布されている。） 
 ・生産者への支援内容は、研修、企業開発、ファイナンス、ICT 技術等。研修実施

機関は AGEXPORT 等 9 つの実施団体に決定されている。ファイナンスは経済

産業省の信託基金を使用。ICT 技術は、生産者が外部とコミュニケーションをと

るためのインターネットアクセスの支援等がなされている、 
 ・経済産業省中小企業局との関わりについて 
  本プロジェクトと密接な関わりがある。大臣、次官は本プロジェクト内容を認知し

ており、中小企業担当次官が C/P である。 
 ・「農村からの経済振興プログラム」との関係について 
  協力関係がある。「農村からの経済振興プログラム」を通してニーズを把握。関係

者が集まり、Mr.Robie Dalton 氏より各プログラムが重複しないよう資金を有効活

用する旨提言があった。 
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・プロルーラルについて 
 中央政権の予算のため、予算に制約がある。農牧省に予算はついているが、まだ

執行されていない。9 月 12 日頃に資金が入る予定。 
・ワークショップについて 
 明日実施のワークショップは非常に有益である。同じ省内でも省の全員が政策を 
 理解しているわけではない。省の 3 つの部局が集まり、話をする機会は重要。 
・今後 JICA のプロジェクトに関係するリストを SAGEPLAN より渡すことは可能。 
                              
                                                以上 

７. 入手資料  
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1. 日時 2009 年 8 月 1１日(火)  10：00－ 
2. 場所 Clarion Suites Hotel 
3. 機関名 Workshop 
4. 参加者 参加者リスト 
5. 当方出席者 十郎団長、砂田団員、昌谷団員、篠団員、ＪＩＣＡグアテマラ肥田木職員、JICA グア

テマラ Rolando 職員、石川氏（通訳） 
6. 内容（要約） １．経済産業省開始の言葉（Brenda Ceron） 

 ・本ワークショップは様々な活動をひとつにし、中小企業振興のビジョンを明確に

することを目的とする。 
 ・地場産業振興プロジェクトという非常に重要なテーマについて、様々なセクター

からの参加者のアイディアを持ってプロジェクトを円滑に進めたい。 
・本プロジェクトが参加者すべての方のプロジェクトとして共に作り上げるものになる

ことを期待。 
 ・プロジェクトに協力していただいた JICA に感謝。 
・全てのセクターからのアイディア、貢献、協力をお願いしたい。 

 
２．各参加者の自己紹介 
３．経済産業省次官の言葉(Rodolfo Cardona) 
・JICA の調査団、参加者に感謝。 
・今まで経済産業省は今まで、中小零細企業を支援するために、市民セクター、国

際協力機関等と力を合わせて競争力を高めるための活動を行ってきたが、様々な

活動の努力が結びつかず、国全体の発展につながっていない現状である。 
・今後経済産業省としては、様々なセクターの力を集約して、中小零細企業を振興

させていく必要がある。そのために、本日の参加者からも大きな協力を依頼した

い。 
・今回ＪＩＣＡが提案するプロジェクトでは、①地場産業振興に関する人材の強化②

地場産業振興支援のシステム強化を目的とする。本ワークショップ参加者が共同

でプロジェクトを形成していくことを期待。 
・経済産業省は、これまで中小零細議に対して①技術支援②財政支援の 2 つのサ

ービスを提供してきた。（②については、信託基金を通してマイクロクレジットを提

供してきた。）今後はさらに以下 2 つの領域の支援を開始する。 
③起業支援:中央が決めた手法に則って行うのではなく、現場のニーズに合った

支援を実施していく。 
④地域経済の振興:政府から公共投資をするために、SEGEPLAN を通して、地域

の振興を行っている。 
・上記④地域経済の振興に関して、本プロジェクトは非常に重要である。プロジェク

トがこれまでの経済産業省の活動をさらに強化していくものと期待。IDB,世銀の

借款も今後進めていくが、借款実施の手法も今回のプロジェクトで強化されること

に期待。プロジェクトを通して、地域、様々なクラスターを強化し、借款の資金をよ

り効果的に活用したい。 
・本ワークショップが実り多いものになることを期待。支援を必要としている方のため

のプロジェクトである。 
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４．団長よりプロジェクトの説明 
・今回のグアテマラからの技術協力支援要請について説明。 
・昨年度の調査で、中小零細企業に対する様々な支援がなされているが、それぞれ

が横のつながりを持って効果的に連携され、実施されているかについて疑問を感

じた。 
・調査後、中央政府と地方の出先機関、現地で活動している支援機関のプラットフ

ォームが必要であると提案。今年度の調査では協力の枠組み合意を目的とする。 
・本日予定されているグループディスカッションでは、支援を効果的に実施するため

の活発な意見交換を期待する。 
 
５．砂田団員よりプロジェクト概要説明 
・プロジェクト目標、達成目標、対象地域、活動、選定方法等を参加者に配布のマト

リクスに則って説明。 
・プロジェクトの主な目標は①現場のニーズにマッチしたプロジェクトを実施するこ

と。②地場産業振興支援人材の能力向上を実施することである。 
・プロジェクトの中心は本邦研修。本邦研修を通じて、事業の計画、実施、評価まで

を学ぶ。 
・プロジェクト内容決定前に、参加者の意見を聞く機会を設けていただいた経済産

業省に感謝する。 
 
６．経済産業省次官からのプロジェクトに対するコメント 
・参加者の皆さん全員にとって興味深いプロジェクトだと思われる。ここで重要な点

は地方からの人材がどんどんプロジェクトに参加すること。参加者の選出について

はシビアな基準が求められる。地方の地場産業振興問題について理解し、活動し

ている人材を本邦研修参加者として選定したい。 
・一村一品は非常に興味深い活動である。生産プロセスを現場でよく知っている人

材がこれまではシステムや、計画づくりに参加できていなかった。本プロジェクトで

はこのような人材が計画づくりに参加することができるという点で非常に良いアイデ

ィアである。 
・地域のポテンシャルを良く知る人に参加してほしい。他の国での研修では、様々な

生活文化を学ぶことができる。グアテマラと日本とも文化の共通性があると思われ

る。日本の発展は、日本の文化の豊かさをうまく活用してきたことが貢献していると

いえる。グアテマラと日本は全く異なる国ではなく、共通点があると思われる。 
・今後は、自分たちの活動レベルから提案をあげていくこと、提案を通すための交渉

能力を強化していく必要がある。交渉能力は非常に重要である。経済産業省は政

府と非常に近い立場にありながら、うまく利用できていない状況である。国際協力

に関しても、交渉能力が必要である。本プロジェクトではこのような交渉の手法も学

びたい。 
・SEGEPLAN では、アライアンスづくりを保健、教育分野、環境分野について進め

ているが、農村開発分野においてはまだ始まっていない。 
・本プロジェクトは大金を投入して具体的な活動を行うものではなく技術支援であ

る。本プロジェクトによって SEGEPLAN、農牧省等との協力関係が築かれることに

期待する。 
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・グアテマラは、台湾やスペインから地方自治体を支援する協力を受けている。Ｇ 
TZ からも大きな地方への支援があるが、これらの支援はまだばらばらである。 

・様々なセクター、アクター間で相乗効果を生み、その効果をローカルレベルに落と

ししていくことを想定している。これまでの努力、経験をこのプロジェクトを通してグ

アテマラにおいて統合していきたい。 
・予算についても効果的に使う新しいメカニズムが必要と思われる。本プロジェクトは

中央のみでなく、生産者グループの周辺にまで能力強化のインパクトがあるものと

考える。 
 

７．経済産業省よりプロジェクトの背景について説明 
・経済産業省が企業開発サービス局を通して要請した。労働人口の割合、生産額 
の割合において、中小零細企業は重要である。 

・国内総生産の０．１％しか予算として当てられていない。 
・生産者が大企業・中小企業と同等のコンディションを持てるメカニズムを形成する 
 必要がある。 
・中小・零細セクターの問題点は、組織の欠如である。資金の要請があっても、どの 
 ように運用していくのか明確でない。また、どのような競争力を持つポテンシャルが

あるのか知られていない。市場アクセス、流通、市場で競争する能力が欠如してお

り、中小零細企業に対するポテンシャル活動の把握や、支援について更なる努力

が必要である。 
・地場産業支援を提供するマルチセクターの人材の強化が必要である。 
・強化された人材によって、生産者がローカルリソースを把握し、利用していくこと 

が期待される。また、様々なアクターの力を集約して、地場産業振興のシステムを

形成する必要がある。 
・経済産業省、中小企業サービス局は、地場産業振興にかかるすべてのアクターを

つないで統合していくこと、ひとつの目的に向かって活動をいすすめていくこと。

・本日参加した皆様に本メカニズムに参加してもうらよう呼びかけしたい。全てのアク

ターが共に作り上げるものである。 
・グアテマラ政府、ＮＧＯ、国際協力機関、様々なセクターが手をつないで協力をす

すめていきたい。 
 
８．グループディスカッション 
4 つのグループに分かれて、下記についてディスカッションを実施。参加者より下記

コメントがあった。 
 
① プロジェクトの効果 
・プロジェクトによって、公共セクターと市民セクターの連携が構築されることは有益 
 である。 
・地域のポテンシャルを把握し、リソースを知ることができる。 
・人材能力が強化される。地域資源を 大限に活用する。 
・中小零細支援における共通の Concept を作り上げていくことができる。 
・公共セクター、市民セクター間のアライアンスが強化・形成される。 
・政策が改善され、支援を行う人材強化につながる。 
② 改善のアイディア 
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・研修で作成された提案をいかに実施するか明確なメカニズムが必要。 
・本邦研修では、参加者の階層を考慮し、全ての参加者に分かる手法を説明する 
 必要がある。 
・プロジェクトの効果を検証し、他の地域にも成功事例を拡張できるようにする。 
・プロジェクトの活動に際して、資金を獲得する。 
 
９．「彩」DVD 上映 
 
１０．次官コメント 
・グアテマラでは出来るという人と出来ないという人がいるかもしれない。 
・グアテマラでも同じような事例がある。「海岸の砂」「観葉植物の葉」 
・グアテマラには大きなポテンシャルがあり、出来ることはたくさんあり、市場は大き

い。克服しないといけないのは市場の抵抗である。 
１１．団内コメント 
・援助機関や、行政機関は問題を解決しようとするのではなく、夢や目標を実現しよ  

 うとすることが重要。そうすることによってコンセンサスが広がる。 
 

７. 入手資料  
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1. 日時 2009 年 8 月 11 日(火)  14：00－15：00 
2. 場所 Clarion Suites Hotel （ワークショップ終了後、昼食時に面談） 
3. 機関名 PRONACOM 
4. 先方対応者 ING..ROBERTO SAGASTUME 
5. 当方出席者 砂田団員、昌谷団員、篠団員、ＪＩＣＡグアテマラ肥田木職員、石川氏（通訳） 
6. 面 談 内 容

（要約） 
１．PRONACOM 

・ PRONACOM は、2002 年～2003 年に国の競争力向上を目的として立ち上

げられた経済省の 6 年間のプログラム。世銀ローンにより 2004 年から執行開

始、2009 年 6 月に終了した。 
・ 現在 IDB からの借款で 2009 年 6 月以降もプロジェクトを実施できるように調

整している。パーマネントな組織としたい。 
・ 人員は 20 名。うち「農村からの経済振興プログラム」担当は約 10 名。 

2．「農村からの経済振興プログラム」について確認 
・ 6 年間のプログラム実施により、PRONACOM のプロジェクト運営能力が強化

されたため、 経済省が「 農村からの経 済振興 プロ グラム」（ PDER ）を

PRONACOM が実施したほうが良いと判断。2004 年から実施しているプロジ

ェクトと同時に実施している。PRONACOM の組織内に「農村からの経済振

興プロジェクト」担当部署を設立した。 
・ PDER の目的は農村部の所得向上と貧困削減、およびネットワーク形成。資

金の 80%は生産グループへの支援にあてられている。支援には 4 つのサブ

コンポーネントがあり、①企業開発サービス②ファイナンス（クレジット供与）③

生産インフラ④ICT 技術がある。 
・ PDER 全体について管理するのは SEGEPLAN。サブコンポーネント①と②

の実施機関が PRONACOM と経済省。意思決定は PRONACOM。 
・ 支援対象グループの選定基準は、先住民が多い地域（8 県）にあり構成員の

大半が先住民であること、活動経験があること、法人格があること、市場に需

要のある産品を生産していること、等。但し一方で未経験の弱者グループも

対象として考慮する。 
・ クレジットは、１件（12-24 ヶ月）当たり 1500 から 2000 米ドルを予定。 
・ 対象生産グループは 9 月に公募する。農産加工、民芸品、観光、林業等、セ

クター間のバランスを取り、200-250 グループを対象とする。9 月以降の募集

日程は未定。 
・ 生産グループを直接支援するソシオという協力組織も公募する。すでに

AGEXPORT がその一つとして選定されている。 
・ プロジェクト予算の流れとしては、経済省が確保した予算を PRONACOM と

経済省が使う。 
3. JICA プロジェクトについて 

・ JICA は人材育成等の間接支援、PDER は直接支援中心なので補完効果が

ある。 
以上

７. 入手資料 PDER リーフレット（西語） 
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調査結果マトリックス 
調査項目 過去の調査結果、現状、および課題 対処方針 調査・協議結果 

 

1 
13/11/2009 

 Ⅰ 詳細計画策定調査の実施 

１． 協議の背景 ・ 平成 19 年度に、グアテマラ政府より地域産品

競争力強化に関する技術協力プロジェクトの

要請がなされた。 
・ 要請を受け、2008 年 8 月に「グアテマラ国地場

産品競争力強化プロジェクト形成調査」を実施

し、先方構想詳細を把握した上で JICA 対案を

提示した。 
・ 先方は JICA 提示案を精査した上で要請書の改

訂を行い、改訂要請書が 2008 年 10 月に提出さ

れた。 
・ 2009 年 3 月、日本政府による同案件の採択がな

された。 

具体的な事業スコープの確定と事前

評価を実施するため、詳細計画策定

調査団の派遣を計画した。 

・特段の変更無し 

２． R/D および M/M

署名相手およ

び使用言語 

2008年 8月に実施したプロ形調査では、署名相手、

使用言語について協議していない。 

署名相手は経済省。署名者は先方の

意向を確認の上、決定する。 

ＭＭ（ＲＤ案）の言語は英語と西語

とする。 

署名相手は、経済省中小企業開発

総局を取りまとめる次官。 

ＭＭ（ＲＤ案）は英語を優先とし

て英語西語の二言語で作成した。

３． 事前評価の実

施 

 簡易事前評価（3 項目）を実施する。 

事前評価を決裁後（総額２億以下の

小規模案件となった場合には実施計

画書にて決裁）、ＲＤへの署名を

JICA グアテマラ事務所に依頼する

ことにつき説明し理解を得る。 

妥当性、有効性、効率性の視点か

ら検討しいずれも妥当と判断され

た。 

ＲＤの署名は、日本側で承認後、

グアテマラ事務所長が署名する

旨、先方に合意を得た。 

４． プロジェクト

名 

当初要請書では、 

・和名「地域産品競争力強化プロジェクト」 

・英名「Project for Strengthening the Competence 

of Local Products」 

となっているが、案件名称からは技術協力の範囲

を限定する恐れがあり今後支障を来たす恐れが

あるところ、次回の詳細計画策定調査において

変更する旨、調査団の帰国報告に日本側関係者

間で合意済み。 

前回のプロ形調査の結果を受けて

以下の通り案件名称を変更する

ことを説明し理解を得る。 

・和名「地場産業振興プロジェク

ト」 

・英名「Project for Promotion of 

Local Industry」 

 

予定通り、以下の通り案件名称を

変更することを説明し合意を

得た。 

（ 英 文 名 称 ） Project for 

Promotion of Local 

Industries 

（西文名称）Proyecto para el 

Fomento de las Industrias 

Locales 

（和文名称）地場産業振興プロジ

ェクト 

５． 関係機関 

（１）所管官庁 

（２）実施機関 

 

（１）グアテマラ経済省 

（２）経済省中小零細企業開発総局 

左記の通りであるか確認する。 左記の通りと確認された。 

６． 合意文書 2008 年 8 月のプロ形調査では、合意文書は作成され

ていない。 

ＭＭによりＲＤ案を合意署名す

る。 

対処方針通り合意署名された。 

７． PDM 2008 年 8 月のプロ形調査では、協議していない。 ＭＭによりＲＤ案に添付したＰＤ

Ｍ案を合意する。 

ＭＭに別添としてＰＤＭを作成

し合意された。 

Ⅱ プロジェクト目標 

８． 上位目標 改訂要請書では「グアテマラの地場産業開発を促

進する（特に西部地域）」となっている。 

「グアテマラの西部地域地場産業

が振興される」と提案し、結果を

RD、PDM に記載する。 

「地場産業支援をするための施策

案が提出される」とした。 

９． プロジェクト

目標 

改訂要請書では「グアテマラの地場産業を効果的

に振興するために、地域機関の間で側面支援及び

調整のシステム（メカニズム）を構築するなど、

地域機関への支援を提供する人材（経済省本省中

小零細企業開発次官局及び地方事務所企業開発サ

ービス局の職員）を育成する」となっている。 

「西部地域における地場産業振興

体 制 が 組 み 立 て ら れ る

(Formulated)」と提案し、結果を

RD、PDM に記載する。 

｢グアテマラ西部地域３県（ケツァ

ルテナンゴ、トトニカパン、ソ

ロラ）において、地場産業を振

興するための行政及び諸組織間

の体制が強化される。｣とした。

 Ⅲ プロジェクトの構成 

付属資料 7
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調査結果マトリックス 
調査項目 過去の調査結果、現状、および課題 対処方針 調査・協議結果 

 

2 
13/11/2009 

１０. プロジェク

ト協力期間 

改訂要請書では「2009 年度～2012 年度（日本会

計年度）の 3 年間」となっている。 

「2010～2013 年度の 3 年間」と提

案し協議した上、結果をＭＭ（Ｒ

Ｄ案）に記載する。 

「2010 年 4 月～2013 年 7 月（3 年

4 ヵ月）」とした。 

１１．日本側の投入

予定 

 

 

 

１） 専門家派遣 

   

 

 

 

 

 

２） 研修員受入 

 

 

３） 機材供与 

 

2008 年 8 月のプロ形調査では、投入内容詳細につ

いて提案、協議していない。 

改訂要請書では、先方は以下のように要望されて

いる。 

 

① 長期専門家 
地場産業開発促進及びプロジェクトコーディネ

ーター（兼務） 

 

② 短期専門家 

 中小企業開発促進 

 

グアテマラ人カウンターパート職員の日本研修 

 

 

（優先順位の高い基本機材として） 

・ プロジェクト活動地域への移動用車両 

・ マルチメディア（ラップトップコンピュータ、

プロジェクター、スクリーン） 

・ 多機能コンピュータ一式（印刷機、スキャナ

ー・ファクス、コピー機、他） 

・ カメラ 

・ ビデオカメラ 

日本の小規模企業開発の経験に関する研修用ビデ

オ及び教材 

下記内容を提案・協議し、結果を

ＭＭに記載する。 

 

 

 

①長期専門家 

 「地場産業振興」 

 

 

②短期専門家 

必要に応じて派遣 

 

本邦研修として年に何人出せる

のか確認する。（案：30名程度（10

名×3 年）） 

 

活動に必要な基本機材として以

下の機材の供与を提案し、理解を

得る。 

・ コンピュータ、マルチメディア

プロジェクター、スクリーン、

プリンター、スキャナー、他 

・ カメラ、他 

 

下記内容で合意を得た。 

 

 

 

 

①長期専門家 

 「地場産業振興」 

 

 

②短期専門家 

必要に応じて派遣 

 

本邦研修として 3 年間で約 40

名参加することで合意された。

 

 

活動に必要な基本機材として

以下の機材の供与を提案し、合

意を得た。 

・ 車両 

・ コンピュータ、マルチメディ

アプロジェクター、プリンタ

ー、スキャナー、カメラ、他 

 

 

 

 

 

 

 

１２．グアテマラ側

の 投 入 予 定

（C/P 配置、予

算措置、機材

etc) 

改訂要請書では、以下のように記載されている。

・ カウンターパート職員の配置 

コーディネーター（プロジェクトチーフ）、 

プロジェクト支援アシスタント、 

地域コーディネーター（ケツァルナテンゴ、

ソロラ及びトトニカパン） 

・ 事務所スペース：ケツァルナテンゴ地方事務所

本部 

・ プロジェクトに関係する職員の給与他経費 

・ プロジェクトの運営費用及び燃料費予算 

・ 経常支出：ケツァルナテンゴ地方事務所の運営

費に配分される 

・ 機器：ケツァルナテンゴ地方事務所に割り当て

られるコンピュータ 

下記内容を提案・協議し、結果を

ＭＭに記載する。 

・ カウンターパートチームの配置 

・ 執務室（首都かケツァルテナン

ゴか協議の上で決定する） 

・ 業務に必要な執務環境の提供

（インターネット回線や事務処

理機器の提供 

・ 事業予算、消耗品等 

・ その他 

下記内容で合意を得た。 

-C/P 及び管理スタッフ 

- 建物、施設 

経済省グアテマラシティ及びケツ

ァルテナンゴ事務所におけるプロ

ジェクト事務所スペース 

- 機材 

  プロジェクト実施に必要な機材

- 管理運営費用 

１３． JCC 
(Joint Coordinating 
 Committee) 

2008年8月のプロ形調査時点で特段協議されていな

い。 

以下の内容で説明し協議の上で決定

する。 

・ 経済省 

・ （援助窓口機関） 

・ 在グアテマラ日本大使館 

・ JICA グアテマラ事務所 

・ その他、双方が必要と認めた

機関 

 

下記内容で合意を得た。 

議長：経済省次官 

メンバー： 

・ 経済省 

・ 大統領府企画庁 

・ 農業牧畜省 

・ JICA グアテマラ事務所 

・ JICA 専門家 

オブザーバー： 

・ 日本大使館 

 

 

－120－






	表紙
	大扉
	序文
	地図
	写真
	略語表
	目次
	第1章　詳細計画策定調査の概要
	第2章　中小零細企業支援体制
	第3章　事前事業評価
	第4章　協議結果の概要
	付属資料
	1. 主要面談者
	2. 面談記録
	3. 署名済みM/M・R/D（2009年8月及び12月分）
	4. プロジェクトデザイン図
	5.  PDM（和訳）
	6. 経済省案件要請背景説明（PPT資料）
	7. 調査結果マトリックス


	裏表紙



